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静岡地方自治研究集会は今年度で 26 回目を迎

えます。コロナ禍のもとで、2年間はオンライン

開催となりましたが、今年度はようやく対面開

催が実現しました。今年度のテーマは「地域か

ら地球環境危機を考える」です。記念講演には、

東京大学の高村ゆかり先生が登壇されます。お

忙しい中、東京から駆けつけてくださいました。

楽しみになさってください。 

さて、静岡自治研集会の全国版にあたる自治

体学校は、1964 年に初めて開催されましたが、

当時は公害問題が深刻化するのに伴って、基本

的人権としての生存権、環境権を求める世論と

ともに、地方自治、住民自治への関心が一挙に

高まりをみせた時期でもあります。その後、公

害裁判や革新自治体の誕生とともに、地方レベ

ルで公害行政がすすめられ、やがて 1970 年の公

害国会にて一定の前進をみせることになります。

下から環境行政ということで、世界的にも注目

されました。 

2000 年になると、地方分権一括法のもとで、

機関委任事務が廃止となり、法定受託事務、自

治事務への再編が行われ、自治体への権限移譲

も行われました。しかしながら、財政面からみ

れば、集権的な側面が強くなっていることに注

目すべきです。 

今年度の政府予算規模は 107 兆円を超えまし

たが、軍事費は 5兆 3687 億円と増加の一途をた

どっています。ロシアによるウクライナ侵攻を

機に、軍事費の倍増計画も進められようとして

います。沖縄においては住民投票や県知事選挙

の結果を無視した形で、辺野古新基地建設が進

められています。一方、社会保障関係費につい

ては、実質的な伸びの抑制、国民健康保険制度

の見直し、医療費や医療扶助の見直し、地域医

療構想における公立・公的病院の再編統合を含

む見直しの検討などが進められています。 

コロナ禍においては、雇用の不安定化がさら

に促進され、新自由主義的諸政策による構造転

換がよりいっそう進展する側面をもっています。

それはさらなる格差と貧困を拡大させることに

なります。また、地方自治や住民自治といった

点からみれば、時代錯誤のような状況が続いて

おり、憲法 9条への自衛隊明記や緊急事態条項

を含む改憲の動きは、福祉国家というよりも、

むしろ、軍事的集権型国家ともいえるような様

相を示すものといえましょう。 

32 次地方制度調査会答申の柱でもある「行政

のデジタル化」、スマート自治体への転換と圏域

行政、「地方創生」政策と集約型の国土再編、デ

ジタル関連 6法とデジタル庁設置に伴う統治機

構の再編、基地や原発周辺の監視を強める土地

規制法の制定、経済安全保障法制定の動きなど

は、国のかかちを大きく変えるものといってよ

いでしょう。 

また、地球規模での環境危機が続くなかで、

原子力発電所新設や再稼働の動きもでています。

 

 

 

 

 
 

第 26 回静岡地方自治研究集会にあたって 
 

川瀬憲子静岡県地方自治研究所理事長 

第 26 回静岡地方自治研究集会は、2022 年 9 月 24 日開催予定でしたが、台風 15 号の影

響により発生した線状降水帯が静岡県内に発生し、前日の 23 日夜半から静岡市において時間

雨量 100 ミリを超える降水量を記録しました。静岡市は広範囲にわたって停電、JR 東海の新

幹線、在来線も不通となりました。協議のうえ、集会を中止を決めましたが、記念講演をはじ

め分科会も貴重なものばかり。研究所所報 91 号で、講演者、分科会助言者の了承を得て資料

として残していきたいと思います。 
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す。気候変動が常態化し、大規模災害のリスク

も高まりを見せています。いま、各地で SDGｓ、

サステナブルな地域発展に向けた取り組み、自

治体や市民による地域再生に向けた新しい協働

の動き、リニア新幹線開発、沼津鉄道高架事業

など、環境破壊型の大規模開発に対する市民運

動もまた盛り上がりを見せています。 

自治研集会では、高村ゆかり先生に「地域か

らみた地球環境危機と SDGｓ」と題する講演をお

願いしました。高村先生は日本学術会議の副会

長でもあり、世界を代表する国際環境法学者で

す。今日、海外出張に出られるそうです。お忙

しいところ、無理をいっておいでいただきまし

た。以前、静岡大学におられたときは同僚でし

たし、日本環境会議でも一緒に活動している同

志です。 

午後からは分科会、最低賃金、地域医療、浜

岡原発、リニア新幹線開発、まちづくりーコン

パクトシティと公共施設統廃合、基地と平和も

ございます。最後まで、大いに議論して、学び

あい、有意義なひとときを過ごしていただけれ

ば幸いです。 

最後に、コマーシャルです。10 年ぶりに

拙著『集権型システムと自治体財政－「分

権改革」から「地方創生」へ』（自治体研究

社、2022 年）を刊行しました。割引で販売

していますので、ぜひ、ご購読いただけれ

ば幸いです。 
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地域からみた地球環境問題とSDGs

第26回静岡地方自治研究集会
2022年9月24日

高村ゆかり (東京大学)
Yukari TAKAMURA (The University of Tokyo)
e-mail: yukari.takamura@ifi.u-tokyo.ac.jp

1

Sustainable Development Goalsとは︖

資料：国連広報センター

l 2015年9⽉に国連総会で国連加盟国が合意し採択された「The 2030 Agenda 
for Sustainable Development」（持続可能な開発に関する2030アジェン
ダ）に⽰された17のゴールと169の付随するターゲット

l 「The 2030 Agenda for Sustainable Development」は国連の決議（
resolution）により合意。加盟国を法的に拘束⼒するものではない。

The 2030 
Agenda for 
Sustainable 

Development
Preamble

Declaration
…

SDGs
17 Goals

169 Targets

SDGsと2030アジェンダの関係性のイメージ

よく見る17のゴール

2030アジェンダとSDGsの関係
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持続可能な発展目標（SDGs） (2)
• SDGs: a component of “Transforming our world: the 2030 Agenda for 

Sustainable Development” (A/RES/70/1)
• “a historic decision on a comprehensive, far-reaching and people-centred set of 

universal and transformative Goals and targets”.
• “setting out a supremely ambitious and transformational vision” (き
わめて野心的な変革のビジョンを定める)
– 5 “P”: People, Planet, Prosperity, Peace, and Partnership
– Vison and Goals for transformation (変革のためのビジョンと目標)

• “The interlinkages and integrated nature of the SDGs” （SDGsの相互
連関と統合的性質）
– “integrated and indivisible and balance the three dimensions of sustainable development: the 

economic, social and environmental”. （持続可能な発展の3つの局面、すなわち経済、社会、
環境の均衡）

– Holistic approach （全体論的アプローチ）required
– Planetary boundaries（地球の限界）

• People-centred Goals and targets （人間中心的なゴールとターゲット）
– Human rights based（人権を基礎とした）
– Goals for profoundly improve our lives and well-being. （生命と福利の改善）
– Ethical background: “No one left behind”.  No one, especially the most vulnerables in the 

society （”誰も置いていかない”） 3

Goal 6：すべての人に水と衛生へのア
クセスと持続可能な管理を確保する

• 6.1 2030年までに、全ての人々の、安全で安価な飲料水の普遍的かつ衡平な
アクセスを達成する。

• 6.2 2030年までに、全ての人々の、適切かつ平等な下水施設・衛生施設への
アクセスを達成し、野外での排泄をなくす。女性及び女児、並びに脆弱な立場に
ある人々のニーズに特に注意を払う。

• 6.3 2030年までに、汚染の減少、投棄の廃絶と有害な化学物・物質の放出の
最小化、未処理の排水の割合半減及び再生利用と安全な再利用の世界的規模
で大幅に増加させることにより、水質を改善する。

• 6.4 2030年までに、全セクターにおいて水利用の効率を大幅に改善し、淡水の
持続可能な採取及び供給を確保し水不足に対処するとともに、水不足に悩む人
々の数を大幅に減少させる。

• 6.5 2030年までに、国境を越えた適切な協力を含む、あらゆるレベルでの統合
水資源管理を実施する。

• 6.6 2020年までに、山地、森林、湿地、河川、帯水層、湖沼を含む水に関連す
る生態系の保護・回復を行う。

• 6.a 2030年までに、集水、海水淡水化、水の効率的利用、排水処理、リサイク
ル・再利用技術を含む開発途上国における水と衛生分野での活動と計画を対象
とした国際協力と能力構築支援を拡大する。

• 6.b 水と衛生に関わる分野の管理向上における地域コミュニティの参加を支援
・強化する。

4
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Goal 6の進捗状況（2022年国連報告書）

• 世界の水関連の生態系は、驚異的な
速度で悪化

• 過去300年で、世界の湿地の85％が
失われた

• 飲料水、衛生に関わる2030年目標の
達成には、現状の4倍の進捗が必要
• 現状のまま推移すると、16億
人が安全な飲料水にアクセス
できない

• 28億人が安全に管理された下
水にアクセスできない

• 19億人が手の衛生を確保する
設備にアクセスできない

• 7.3億人以上が、高い水ストレス環境
に生活している

5

地球の限界（Planetary boundaries）
(Steffen, 2015)

6

7



地球の限界（Planetary 
boundaries）
淡水が限界をこえる

• 「green water」＝
rainfall（降水量）, soil 
moisture（土壌水分
量）, evaporation （蒸
発乾燥）を入れ込む

• 土壌水分量が安全
な域をこえる

7出典：Wang-Erlandsson, L. et al., A planetary boundary for green water, Nature Reviews Earth & Environment June 2022 

Green waterの位置

8出典：Wang-Erlandsson, L. et al., A planetary boundary for green water, Nature Reviews Earth & Environment June 2022 

• 土地利用、生物多様性、気候変動と密接に関連
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2022年7⽉の降⾬、湿度、⼟壌⽔分量、気温（欧州）

プラスチック

• 1950年代以降、他の素材と比べても、大きく
生産量が増大。世界で毎年4億トンを超える
プラスチックが生産

• 現在の増加の速度で消費が伸びると、
– 2050年までに、重量ベースで、海では魚よりもプ
ラスチックのほうが多くなる見通し

–プラスチックは、石油の総消費量の20％、パリ協
定の長期目標（気温上昇を2℃未満に抑える目標
）達成に許容される年の二酸化炭素排出量（炭
素予算）の15％に相当するとの見通し

10
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海洋プラスチック汚染の原因
トップ10

11Credit: Amanda Montañez; Source: “Export of Plastic Debris by Rivers into the Sea,” by Christian Schmidt
et al., in Environmental Science & Technology, Vol. 51, No. 21; November 7, 2017

プラスチックの不適正管理の
インパクト

12

気候変動

観光 漁業 農業

経済への
脅威

健康への
脅威

環境への
脅威

自然災害
の悪化

水資源の
汚染

焼却による
有害なガス

食物連鎖の
汚染

生物多様性喪失 海洋汚染 土壌汚染
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生物多様性評価報告書
（IPBES, 2019年）

かつてない速度と規模での生態
系の悪化、加速化

• 約100万の動植物種が絶滅のおそ
れ。評価された動植物種の約4分
の1にあたる。かつてない速度（こ
れまでの10倍-数百倍）の速さ。こ
のままではその多くがここ20-30年
の間に絶滅に瀕する

• 地球上の土地の75%が人間活動
により大きく変化、海洋地域の66
％が人間活動の影響を大きく被り
、85％以上の湿地が失われた

• 1870年代以降、珊瑚礁に覆われた
地域が半分失われ、近年その速
度を増している

• 陸域の生物相の少なくとも20％が
失われた。多くが1900年以降失わ
れ、近年その速度を増している

生態系の変化の原因は何か

• 過去50年間の変化の直接的要
因（影響が大きい順）
– 土地利用、海洋の利用の変化
– 生物の直接利用
– 気候変動
– 汚染
– 外来種

• これらの背景にある間接的要因
– 生産と消費のありかたを含む社会
の価値と行動様式

– 人口動態
– 貿易
– 技術革新
– 地域からグローバルにわたるガバ
ナンス

13

「今そこにある危機」
気候変動リスクの認知：気候科学の進展
• 異常気象による大きな被害
• 気候変動（温暖化）が異常気象の水準・頻度を押し上げる
（気候科学の進展、Event Attribution）
– 2018年西日本豪雨

• 温暖化の影響がなかった場合と比べてこの水準の大雨の発生確率
は約3.3倍。1980年以降の気温上昇（約1℃弱）により降水量は6.7％
増（Kawase et al., 2020; 2021）

– 2019年台風19号
• 1980年以降の気温上昇（約1℃弱）により降水量は10.9％増。工業化
以降の気温上昇（約1.4℃）により降水量は13.6％増（Kawase et al., 
2020; 2021）

• 損害保険支払いの約100億米ドルのうち40億米ドルが気候変動起因
の降雨による損害（Otto and Li, 2022）

• 経済損失額/損害保険支払額の拡大
• 将来のリスクであるとともに、今直面するリスクとしての認
知

14
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2018年の自然災害による経済損失

15

死者
数

経済損失
（米ドル）

保険支払額
（米ドル）

10月10-12日 ハリケーンマイケル 米国 32 170億 100億

9月13-18日 ハリケーンフローレンス 米国 53 150億 53 億

11月 山火事キャンプ・ファイア 米国 88 150億 120億

9月4-5日 台風21号 日本 17 130億 85億

7月2-8日 7月西日本豪雨 日本 246 100億 27億

春・夏 干ばつ 中欧、北欧 N/A 90億 3億

9月10-18日 台風マンクット 太平洋州、
東アジア

161 60億 13億

7-9月 洪水 中国 89 58億 4億

11月 山火事ウールジー 米国 3 58億 45億

8月16-19日 熱帯暴風雨ランビア 中国 53 54億 3億

その他 1230億 450億

全体 2250億 900億出典：AON, 2019を基に高村作成

2018年の台風21号と西日本豪雨だけでおよそ230億米ドル
2018年の損害保険支払額は史上最高。東日本大震災時を超える

2019年の自然災害による経済損失

16

死者
数

経済損失
（米ドル）

保険支払額
（米ドル）

10月6-12日 台風19号 日本 99 150億 90億

6月-8月 モンスーン豪雨 中国 300 150億 7億
9月7-9日 台風15号 日本 3 100億 60億
5月-7月 ミシシッピ川洪水 米国 0 100億 40億
8月25日
-9月7日

ハリケーン・ドリアン バハマ、カリブ

海諸国、米国、

カナダ

83 100億 35億

3月12-31日 ミズーリ川洪水 米国 10 100億 25億

6月-10月 モンスーン豪雨 インド 1750 100億 2億
8月6-13日 台風9号 中国、フィリ

ピン、日本
101 95億 8億

3月-4月 洪水 イラン 77 83億 2億

5月2-5日 サイクロン・フォニ インド、バン
グラディシュ

81 81億 5億

その他 1260億 440億

全体 2320億 710億出典：AON, 2020を基に高村作成

台風19号と台風15号が経済損失額で世界1位、3位。250億米ドルの損失

12



世界の気象関連損失額推移
（1980-2016）

17出典：Bank of England, Quarterly Bulletin 2017 Q2, 2017

保険支払いの対象でない損失
保険支払いの対象となった損失
8年移動平均の経済損失総額
8年移動平均の保険支払対象損失
額

損失総額は過去30年間で
約3倍に。保険支払い額
の約4倍に（＝損失総額の
4分の3は保険が支払われ
ていない損失）

世界の気象関連経済損失額推移
（2007-2021年）

18出典：AON, 2022

2021年は3290億米ドル
（約36兆円）
史上3番目の経済損失額
今世紀の年平均損失を54％上
回る
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IPCC第6次評価報告書
（2021年8月）

• 人間活動が大気、海洋、陸域の温暖化を引き起こしていることに疑いはな
い（unequivocal）
– 1850年-1900年と比較して、世界の気温は2000年-2020年に0.99℃上昇。2011
年-2020年に1.09℃上昇。陸域では1.59℃上昇

– 人間活動により2011年-2020年に1.07℃上昇
• 大気、海洋、雪氷圏、生物圏に広範で急速な変化が生じている。近年の気
候系の変化は、過去数百年、数千年を見てもかつてないものである

• 熱波、大雨、干ばつ、台風といった異常気象にあらわれている変化、それ
らの人間の活動の影響によることについて科学的証拠が強固になった

• 気候感度（大気中CO2濃度が2倍となったときの気温上昇）の推計値の不
確実性の改善。これまでの想定よりも高い3℃の気候感度

• 気温上昇とともに気候の変化はより大きくなる
• この数十年で（in the coming decades）温室効果ガスの大幅な排出削減が
なければ、今世紀中に1.5℃、2℃を超える気温上昇となる
– 排出を早期に下方に転じなければ、2021年-2040年の間に1.5℃を超える可能
性が高い

• 多くの変化、特に海洋、海氷、海面の変化は数百年から数千年間不可逆
的な変化である

19

平均気温の上昇
世界の年平均気温

100年で0.73℃上昇

日本の年平均気温

100年で1.28℃上昇

20

細線（黒）：各年の平均気温の基準値からの偏差、太線（青）：偏差の5年移動平均値、直線（赤）：長期変化傾向
基準値は1991〜2020年の30年平均値

出典：気象庁HP
14



気温上昇で
異常気象の頻度や強度が変わる

21出典: IPCC AR6, 2021

1850-1900年からの気温上昇 1℃（現在） 1.5℃ 2℃ 4℃

10年に1度の
熱波などの極
端な高温

高温の水準 ＋1.2℃ ＋1.9℃ ＋2.6℃ ＋5.1℃

発生の頻度 2.8倍 4.1倍 5.6倍 9.4倍

50年に1度の
極端な高温

高温の水準 ＋1.2℃ ＋2.0℃ ＋2.7℃ ＋5.3℃

発生の頻度 4.8倍 8.6倍 13.9倍 39.2倍

10年に1度の
大雨

雨量 ＋6.7％ ＋10.5％ ＋14.0％ ＋30.2％

発生の頻度 1.3倍 1.5倍 1.7倍 2.7倍

10年に1度の
農業や生態
系に被害を及
ぼす干ばつ

発生の頻度 1.7倍 2.0倍 2.4倍 4.1倍

IPCC第6次評価報告書（影響・脆弱性・適応策）
8つの代表的な主要リスク

1. 沿岸の社会・生態システムへのリスク

2. 陸上・海洋の生態系サービスへのリスク

3. 水安全保障へのリスク

4. 食糧安全保障へのリスク

5. 重要な物理インフラ、ネットワーク、サービスに関する
リスク

6. 人の健康へのリスク

7. 生活水準と衡平へのリスク

8. 平和と人の移動に対するリスク
22
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気温上昇1.5℃、2℃、3℃の差
1.5℃ 2℃ 3℃ 2℃のイン

パクト
3℃のイン
パクト

生物多様性喪失 高い絶
滅のおそれのある陸上の
種

14％ 18％ 29％ 1.3倍 2.1倍

干ばつ 水不足、熱波や砂
漠化にさらされる人口

9.5億人 11.5億人 12.9億人 ＋2億人 ＋3.4億
人

食料安全保障 主要作物
の適応と残存損害の費用

630億米
ドル

800億米
ドル

1280億米
ドル

＋170億
米ドル

＋650億
米ドル

極端な熱波 最高気温が
35℃をこえる年あたりの日
の増加

45-58日 52-68日 66-87日 1.2倍 1.5倍

海面上昇 2100年までの世
界の平均海面上昇

0.28-
0.55m

0.33-
0.61m

0.44-
0.76m

1.1倍 1.4倍

洪水 洪水にさらされる世
界の人口の増加

24％ 30％ ー 1.3倍 ー

珊瑚礁 珊瑚礁のさらなる
減少

70-90％ 99％ ー 1.2倍 ー
23

出典: IPCC 2022, WRII 2022を基に高村作成

IPCC第6次評価報告書（影響・脆弱性・適応策）
（2022年2月）

• The cumulative scientific evidence is unequivocal: Climate
change is a threat to human well-being and planetary
health. Any further delay in concerted anticipatory global 
action on adaptation and mitigation will miss a brief and 
rapidly closing window of opportunity to secure a liveable
and sustainable future for all.

• 「気候変動は人類の福利と地球の健全さの脅威であるー
これまで積み上げられた科学的証拠は明白である。すべ
ての人が普通に生活できる持続可能な未来を確かなもの
とする可能性は私たちの目前で急速に小さくなっているが
、世界が協力して排出削減策と適応策を先駆けてとること
をこれ以上遅らせるならば、その限られた可能性を失うこ
ととなろう」

24

16



カーボンニュートラルに向かう世界

25

パリ協定（2015年）が定める脱炭素化（decarbonization）を目指す明確な長期目標

• 「工業化前と比して世界の平均気温の上昇を2℃を十分下回る水準に抑制し（＝2℃目標）、1.5℃に抑制するよう
努力する（＝1.5℃目標）」（2条1）

•今世紀後半に温室効果ガスの人為的排出と人為的吸収を均衡させるよう急速に削減＝排出を「実質ゼロ」（4条
1）

日本の2050年カーボンニュートラル目標表明（2020年10月26日）

• 「我が国は、2050年に、温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、すなわち2050年カーボンニュートラル、脱
炭素社会の実現を目指す」

•改正地球温暖化対策推進法の基本理念にも盛りこまれる

カーボンニュートラル（温室効果ガス/CO2排出実質ゼロ）を目標に掲げる国：140カ国以上＋EUが表明

•バイデン新政権誕生により米国もこれに加わる。G7先進主要国すべてが目標を共有
•中国も遅くとも2060年までにカーボンニュートラルを実現（2020年9月）
•ブラジル、韓国、ベトナムなどが2050年までに、ロシア、サウジアラビアなどが2060年までに、インドは2070年まで
に排出実質ゼロ

COP26：世界は「1.5℃目標をめざす」

• 「1.5℃までに気温上昇を抑える努力を決意をもって追求する」 （1/CP. 26, para. 16; 3/CMA.3, para. 21）
• 2050年カーボンニュートラル実現に加えて、ここ10年（this critical decade) 2030年頃までの排出削減が決定的に
重要という認識が共有

排出実質ゼロ目標を掲げる国

目標年 目標を掲げる国（下線は目標を法定または政策文書に明記した国）

すでに達成 ブータン

2030年 バルバドス、モルディブ、モーリタニア

2035年 フィンランド

2040年 オーストリア、アイスランド

2045年 ドイツ、スウェーデン、ネパール

2050年 先
進
国

オーストラリア、カナダ、ブルガリア、デンマーク、フランス、ハンガリー、ア
イルランド、イタリア、日本、ラトビア、リトアニア、ルクセンブルグ、マルタ、
ポルトガル、NZ、スロバキア、スロベニア、スペイン、スイス、英国、米国、
EU

途
上
国
ほ
か

アンドラ、アルゼンチン、ブラジル、ケープ・ベルデ、チリ、コロンビア、コス
タリカ、キプロス、ドミニカ共和国、フィジー、イスラエル、ジャマイカ、ラオス、
リベリア、マラウイ、マーシャル諸島、モンテネグロ、モナコ、ナウル、パナ
マ、ルワンダ、セーシェル、ソロモン諸島、韓国、南アフリカ、UAE、ウルグ
アイ、バチカン、ベトナム

2053年 トルコ

2060年 中国、インドネシア、カザフスタン、ナイジェリア、ロシア、サウジアラビア、バー
レーン、スリランカ、ウクライナ

2070年 インド、モーリシャス

21世紀後半 マレーシア、シンガポール、タイ、ナミビア、 26
出典：WRI, 2021年などを基に高村作成

すべてのG7諸国が2050年までの排出実質ゼロ目標を共有
大半のG20諸国（黄色でハイライト）も排出実質ゼロ目標を掲げる

17



2030年目標の引き上げ
新たな2030年目標 2015年提出の目標

日本 2013年比46-50％削減 2013年比26％削減

米国 2005年比50-52％削減 2025年までに2005年比26-28％削
減

EU 1990年比少なくとも55％削減 1990年比少なくとも40％削減

ドイツ 1990年比少なくとも65％削減
2040年までに88％削減
2045年までにカーボンニュートラル

1990年比少なくとも55％削減

英国 1990年比68％削減
2035年までに78％削減

1990年比53％削減

カナダ 2005年比40-45％削減 2005年比30％削減

中国 少なくとも65%の排出原単位改善：
2030年頃までにCO2排出量頭打ち；
一次エネルギー消費の非化石燃料
比率約25％

60-65%の排出原単位改善；2030年
頃までにCO2排出量頭打ち；一次エ
ネルギー消費の非化石燃料比率約
20％

インド 45%の排出原単位改善；総電力設
備容量の50％を非化石燃料起源に

33-35%の排出原単位改善；総電力
設備容量の40％を非化石燃料起源
に 27

特定の分野のイニシアティヴの例（1）
イニシアティヴ 概要

石炭からクリーン電力
への移行声明

・主要経済国は2030年代までに、世界全体で40年代には石炭火力廃止
・韓国（石炭火力設備容量世界5位）、インドネシア（同7位）、ベトナム（同9位）、ポー
ランド（同13位）を含む46カ国、地方政府、EDF、Engieなどの民間企業・団体も参加

南アフリカとの公正なエ
ネルギー移行国際パー
トナーシップ

・南ア、フランス、ドイツ、英国、米国、EUによる
・南アの、特に、電力システムの脱炭素化、公正な移行を長期的に支援。第一段階
として3-5年で850億米ドルを動員

石油・ガス生産廃止同
盟

・石油とガスの生産の段階的廃止を促進
・デンマーク、コスタリカ主導。フランス、スウェーデンなど参加

クリーンエネルギーへ
の移行のための国際的
な公的支援に関する声
明

・英国、米国、カナダ、ドイツ、フランス、イタリア、EU、欧州投資銀行など39の国や金
融機関が参加
・クリーンエネルギーへの移行支援を十分に優先
・2022年末までに対策がとられていない化石燃料エネルギー部門への国際的な新
規の公的直接支援を終了（例外は1.5℃目標と整合するごく限定的な場合のみ）

100％ゼロエミッション
乗用車・バンへの移行
加速宣言

・先行市場では2035年までに、遅くとも2040年までに、販売される乗用車・バンの新
車をゼロエミッションにする
・38カ国に加え、地方政府、都市、自動車メーカーなどが参加

2050年までのゼロエ
ミッション海運に関する
宣言

・国際海事機関（IMO）での努力を含め、2050年までに国際海運からの排出のゼロエ
ミッション実現をめざす
・英国、米国、ノルウェー、パナマなど14カ国による

国際航空気候同盟
（International Aviation 
Climate Coalition）

・1.5℃目標をめざす。それと整合的なICAOの2050年ネットゼロ目標を支持
・CORSIAの最大限の実効性を確保
・日本、英国、米国をふくむ23カ国

28
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特定の分野のイニシアティヴの例（2）
イニシアティヴ 概要

世界メタン誓約 ・メタンを2030年までに現在より少なくとも30％削減
・日本を含む100カ国超が参加

森林と土地利用に関するグラ
スゴー宣言（Glasgow 
Declaration on Forests and 
Land Use）

・2030年までに森林減少と土地の劣化をとめる
・世界の森林の90％以上を占める、日本を含む130を超える国が賛同

持続可能な農業に関するAim 
for Climate（Agriculture 
Innovation Mission for 
Climate）

・米国とアラブ首長国連邦主導のイニシアティヴ。日本を含む34カ国が参加。
FAO、ビル・ミランダ・ゲーツ財団、PepsiCo, Bayerなどの民間の企業団体も参加
・気候変動に対応した持続可能な農業と食料システムのイノベーションに対して、
2021年-2025年の5年間で投資と支援を拡大
・すでに40億米ドル超の誓約

多数国間開発銀行の共同声
明

・アジア開発銀行、アフリカ開発銀行、アジアインフラ投資銀行（AIIB）、カリブ開
発銀行、欧州復興開発銀行、欧州投資銀行、米州開発銀行、米州投資公社、
イスラム開発銀行、世界銀行グループが参加
・開発銀行の政策、分析、評価、助言、投資、事業に「自然」を主流化

アジア開発銀行Energy 
Transition Mechanism

・官民が連携して、石炭火力の早期退出を支援
・まずは、インドネシア、ベトナム、フィリピンとFeasibility study

First Movers Coalition ・米国国務省と世界経済フォーラムの官民パートナーシップ
・需要家たる参加企業は購買誓約を行い、2050年ネットゼロに必要な新技術へ
の初期の需要を喚起することで、投資を動員し、そのコストを下げて、新たな市
場をつくる
・航空、海運、鉄鋼、トラック輸送（以上がCOP26で立ち上げ）。ほかに、アルミニ
ウム、化学、コンクリート、 Direct air captureなど 29

ネットゼロに向かう金融・投資家

30

Net-Zero Asset Owner Alliance（2019年9月立ち上げ）
•国連主導のアライアンス。2050年までにGHG排出量ネット・ゼロのポートフォリオへの移行をめざす
• 73の機関投資家が参加、運用資産総額10.6兆米ドル（第一生命保険、明治安田生命保険、日本生命保険、住友生命保険、

SOMPOホールディングスが参加）
• 2025年までに16～29％のポートフォリオのGHG削減目標を設定（2019年比）
•新規の石炭火力関連プロジェクト（発電所、炭鉱、関連インフラ含む）は直ちに中止、既存の石炭火力発電所は1.5℃の排
出経路に沿って段階的に廃止

Net Zero Asset Managers Initiative（2020年12月立ち上げ）
• 2050年GHG排出量ネット・ゼロに向けた投資を支援
• 273の資産運用会社が参加、資産総額61.3兆ドル、世界の管理資産の60％近くを占める（アセットマネジメントOne、大和ア
セットマネジメント、三菱UFJ国際投信、三菱UFJ信託銀行、日興アセットマネジメント、ニッセイアセットマネジメント、野村ア
セットマネジメント、 SOMPOアセットマネジメント、三井住友トラスト・アセットマネジメント、東京海上アセットマネジメントが参
加）

• 1.5℃目標、2030年半減と整合的な2030年の中間目標を設定：83会社（2022年5月）

Net-Zero Banking Alliance（2021年4月立ち上げ）
• 41カ国113の銀行が参加、資産総額68兆米ドル、世界の銀行資産の38％を占める（三菱UFJフィナンシャル・グループ、三
井住友フィナンシャルグループ、三井住友トラスト・ホールディングス、みずほフィナンシャルグループ、野村ホールディング
スが参加）

• 2050年までにポートフォリオをネット・ゼロにし、科学的根拠に基づいた2030年目標を設定

Net-Zero Insurance Alliance (NZIA) (2021年7月立ち上げ)
• AXA (Chair), Allianz, Aviva, Generali, Munich Re, SCOR, Swiss Re, Zurichの8つの保険会社、再保険会社による
•保険料の11％以上、運用資産約7兆米ドル超を有する25の保険会社に拡大（東京海上ホールディングスが参加）
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現行対策ケース

2030年目標達成ケース

誓約＋2030年目標達成ケース

すべての誓約＋目標が達成され
た最善ケース

出典: Climate Action Tracker, 2021

世界全体の正味の人為的温室効果ガス
排出量

32
出典：IPCC AR6 WG3、2022

化石燃料及び産業由来のCO2は64％
農林業その他の土地利用からの排出量は22% [13 GtCO2-eq]（2019年）
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1.5℃目標と削減目標（NDC）（2021年末）
のギャップ

33出典：UNFCCC 2022年

1.5℃目標とのギャップ

2081-2100年に
2.7℃気温上昇の経路

2016年4月のNDCから
の進展

• “現在の社会の延長線上には私たちがありたい未来はない”
• 長期目標（＝ゴール。ありたい未来社会像）の明確化でどこに課題があるか、
イノベーションが必要かが見えてくる

IPCC第6次評価報告書（気候変動対策）
（2022年4月）

• 人為的な GHGの正味の総排出量は、2010～2019年の間、増加し続け、
過去のどの10年よりも高かったが、2010～2019年の増加率は2000～
2009年の増加率よりも低かった

• 正味の人為的な GHG排出量は、2010年以降、全ての主要な部門で世界
的に増加。都市域に原因特定しうる割合が増加

• COP26より前に発表された国が決定する貢献（NDCs）の実施に関連する
2030年の世界全体のGHG排出量では、21世紀中に温暖化が1.5℃を超
える可能性が高い見込み

• 温暖化を1.5℃(>50%)に抑える経路と、2℃（>67%）に抑える経路では、世
界のGHG排出量は、遅くとも2025年以前にピークに達すると予測される。
2030 年、2040 年及び2050 年を通して、急速かつ大幅な GHG 排出削減
が続く。政策の強化がなければ、2100年までに中央値で3.2 [2.2～3.5] ℃
の地球温暖化をもたらす

• 1.5 ℃に抑えるには、世界全体としてCO2排出量正味ゼロ（ネットゼロCO2
） に2050年代前半に達し、2 ℃に抑えるには、2070年代前半に達する。
他のGHG排出量は大幅な削減。全ての部門で、急速かつ大幅に、そして
ほとんどの場合、即時的に、 GHG排出量を削減する必要

34
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2030年、2050年の目標とのGapは
何によってうめられるのか

35

市場化された技術 82％

市場化された技術
50％

開発中の
技術 15％

開発中の
技術 46％

行動変容
3％

行動変容
4％

2030年

2050年

出典：IEA、2021年

日本の政策も動く
• 2050年カーボンニュートラル宣言（2020年10月）

• グリーン成長戦略（2020年12月）、グリーン成長戦略改定＋実行計画（2021年6月）

• 2030年温暖化目標（2013年度比46％削減、50％削減の高みをめざす）の表明（2021年4月）

• みどりの食料システム戦略（2021年5月）
• 改正地球温暖化対策推進法成立（2021年5月）
• 地域脱炭素ロードマップ（2021年6月）
• サステイナブルファイナンス有識者会議報告書（2021年6月）
• 国土交通グリーンチャレンジ（2021年7月）
• 脱炭素社会に向けた住宅・建築物における省エネ対策等のあり方・進め方案（2021年8月）
• 第6次エネルギー基本計画（2021年10月）
• 地球温暖化対策計画（2021年10月）
• クリーンエネルギー戦略（中間整理）（2022年5月）
• 金融審議会（金融庁）ディスクロージャーワーキング・グループ報告（2022年6月）

• サステイナブルファイナンス有識者会議
• 金融審議会（金融庁）ディスクロージャーワーキング・グループ
• カーボンプライシング小委員会（環境省）、世界全体でのカーボンニュートラル実現のための経済
的手法等のあり方に関する研究会（経産省）

36
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日本の温室効果ガス排出量
（2020年度・確報値）

37

2013年度比18.4％減。2019年度比5.1％減。1990年度以降最少。2020年度は感染症の影響大
2030年度には40％減をこえる水準で削減が進む
エネルギー由来の二酸化炭素が、日本の温室効果ガス排出量の約85％を占める
エネルギー効率改善と再生可能エネルギー拡大が一貫した削減の要因

出典：環境省、2022年

2030年・2035年にめざす目標
• 2030年に電源構成の36-38％を再生可能エネルギー
に

• 2030 年までに1,000 万kW、2040 年までに浮体式も含
む3,000 万kW～4,500 万kW の洋上風力の案件を形
成

• 2030年に、新築される住宅・建築物についてはZEH・
ZEB基準の水準の省エネ性能が確保されているととも
に、新築戸建住宅の6割において太陽光発電設備が
導入

• 2030年に少なくとも100の脱炭素先行地域
• 2035 年までに、乗用車新車販売で電動車*100％を実
現

*電気自動車、燃料電池自動車、プラグインハイブリッド自動車、ハ
イブリッド自動車

38
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再エネ海域利用法の下での洋上風力

39出典：資源エネルギー庁、2022年

脱炭素化をめざす法の制定・改正が続く

40

2021年
第204回国会

・地球温暖化対策の推進に関する法律の一部を改正する法律（温対法改正）

・プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律（プラスチック資源循環

促進法）

・公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律の一部を改正する

法律（改正後の法律名は、脱炭素社会の実現に資する等のための建築物等

における木材の利用の促進に関する法律）

2022年
第208回国会

・地球温暖化対策の推進に関する法律の一部を改正する法律（温対法改正）
・環境と調和のとれた食料システムの確立のための環境負荷低減事業活動の

促進等に関する法律
・安定的なエネルギー需給構造の確立を図るためのエネルギーの使用の合理

化等に関する法律等の一部を改正する法律（省エネ法改正（改正後の法律名
は、エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する
法律）、エネルギー供給高度化法改正、独立行政法人石油天然ガス・金属鉱

物資源機構法改正、電気事業法改正など）
・航空法等の一部を改正する法律（航空法改正、空港法改正など）

・脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に
関する法律等の一部を改正する法律（建築物省エネ法改正、建築基準法改正
など）
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41森林等による吸収作⽤の保全等

温対法2021年改正の概要

• 地球温暖化対策計画の策定（温対本部を経て閣議決定）※毎年度進捗点検。３年に１回⾒直し。
• 地球温暖化対策推進本部の設置（本部⻑︓内閣総理⼤⾂、副本部⻑︓官房⻑官・環境⼤⾂・経産⼤⾂）

気候系に対し危険な⼈為的⼲渉を及ぼさない⽔準に⼤気中の温室効果ガスの濃度を安定化させ、地球温暖化を防⽌することが⼈類
共通の課題。社会経済活動による温室効果ガスの排出の抑制等を促進する措置等により地球温暖化対策の推進を図る。
→法⽬的に加え、新たに2050年カーボンニュートラルを含む地球温暖化対策の「基本理念」規定を追加。

１．法⽬的・基本理念

２．地球温暖化対策の総合的・計画的な推進の基盤の整備

３．温室効果ガスの排出の抑制等のための個別施策

l 事務事業編
国・⾃治体⾃らの事務・事業の排出量の削減計画

l 区域施策編
都道府県・中核市等以上の市も、⾃然的社会的条件に応じた区域内の排出
抑制等の施策の計画策定義務
→区域施策編に、施策⽬標を追加。また、地域脱炭素化促進事業
に関する⽅針も追加し、これに適合する事業の認定制度を新設。

政府・地⽅公共団体実⾏計画

l 温室効果ガスを3,000t/年以上排出する事業者（エネ起CO2はエネルギー使
⽤量が1,500kl/年以上の事業者）に、排出量を⾃ら算定し国に報告すること
を義務付け、国が集計・公表

l 事業者単位での報告
→電⼦システムでの報告の原則化・事業所等の情報についても開
⽰請求の⼿続なく公表。

温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度

l 全国地球温暖化防⽌活動推進センター（環境⼤⾂指定）
⼀般社団法⼈地球温暖化防⽌全国ネットを指定

l 地域地球温暖化防⽌活動推進センター（県知事等指定）
l 地球温暖化防⽌活動推進員を県知事等が委嘱
→地域地球温暖化防⽌活動推進センターの事務に、事業者向
け啓発・広報活動を明記。

地球温暖化防⽌活動推進センター等

l 事業活動に伴う排出抑制（⾼効率設備の導⼊、冷暖房抑制、オフィス機器
の使⽤合理化等）

l ⽇常⽣活における排出抑制（製品等に関するCO2⾒える化推進、３Rの促
進等）
これら排出抑制の有効な実施の指針を国が公表
（産業・業務・廃棄物・⽇常⽣活部⾨を策定済み）

排出抑制等指針等

※改正の主な内容を赤字で記載

出典：環境省、2021年

2022年温対法改正
• GHG削減等を行う事業活動に対し、資金供給
その他の支援を行う株式会社脱炭素化支援
機構の設立など

42出典：環境省、2022年
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脱炭素先行地域

43
出典：環境省、2022年

静岡市の提案「脱炭素を通じて新たな価値と賑わいを生む
「みなとまちしみず」からはじまるリノベーション」

26



出典：環境省 https://www.env.go.jp/policy/zerocarbon.html

東京都の2030年目標（2021年）

• 世界経済フォーラムでの小池東京都知事の表明（
2021年1月27日）
– 2050年排出実質ゼロ（ゼロエミッション東京）（2019年）
– 都内の温室効果ガスの排出量を2030年までに00年比で

50%削減（2030年カーボンハーフ）（現在30％削減）
– 都内の使用電力に占める再生可能エネルギーの割合を

30年までに50%に高める
– 新車販売における非ガソリン車の割合を100%
– 条例改正の検討進む

• 中小規模の住宅など新築建築物を供給する事業者（請負型規格
建物の請負事業者又は建築主）に、一定量の太陽光発電設備の
設置について、日照などの立地条件や住宅の形状等を考慮しな
がら、事業者単位で設置基準の達成を求める仕組み

46
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長野県ゼロカーボン戦略（2021-30年度）（
2021年6月）

• 「長野県ゼロカーボン戦略ー2050ゼロカーボン実現をめざした2030年度までのア
クション」

• 計画の位置づけ
– 地球温暖化対策の推進に関する法律第21 条の規定による地方公共団体実行計画
– 気候変動適応法第12 条の規定による地域気候変動適応計画
– 長野県地球温暖化対策条例第８条の規定による地球温暖化対策推進計画
– 長野県脱炭素社会づくり条例第７条の規定による行動計画

• 基本目標
– 「社会変革、経済発展とともに実現する持続可能な脱炭素社会づくり」

• 数値目標
– 温室効果ガス正味排出量：日本の脱炭素化をリードする野心的な削減目標“2030 年までに
６割減“を目指す

– 再生可能エネルギー生産量：2030 年までに２倍増、2050 年までに３倍増
– 最終エネルギー消費量：2030 年までに４割減、2050 年までに７割減

• 2030 年までの重点方針
– 既存技術で実現可能なゼロカーボンを徹底普及
– 持続可能な脱炭素型ライフスタイルに着実に転換
– 産業界のゼロカーボン社会への挑戦を徹底支援
– エネルギー自立地域づくりで地域内経済循環

48
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省エネ法改正（2022年）
• 法律名を「エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換
等に関する法律」に改正

• 現行対象とする「エネルギー」に非化石エネルギーを追加
– 工場等で使用するエネルギーについて、化石エネルギーから非化石エネル
ギーへの転換（非化石エネルギーの使用割合の向上）を求め、特定事業者
等に対して、非化石エネルギーへの転換に関する中長期的な計画の作成等
を求める

• 現行の「電気の需要の平準化」を「電気の需要の最適化」に見直し
– 再エネ出力制御時への電気需要のシフトや、需給逼迫時の需要減少を促す
ため、電気を使用する事業者に対する指針の整備等を行い、電気事業者に
対し、電気の需要の最適化に資するための措置に関する計画（電気の需要
の最適化に資する取組を促すための電気料金の整備等に関する計画）の作
成等を求める

• 電気事業法改正による大型蓄電池の発電事業への位置付け等の措置
も

49

建築物省エネ法改正（2022年）
• 趣旨・目的

– 2050年カーボンニュートラル、2030年度温室効果ガス46％削減（2013年度比
）の実現に向け、エネルギー消費の約3割を占める建築物分野での省エネ対
策の加速

• 省エネ性能の底上げ・より高い省エネ性能への誘導
– 現行は中・大規模の非住宅のみに義務づけられている省エネ基準適合を全
ての新築住宅・非住宅に義務づけ

– トップランナー制度の拡充、誘導基準の強化等を通じ、ZEH・ZEB水準へ誘導

• 既築の住宅・建築物の省エネ改修や再エネ設備の導入促進
– 省エネ改修に対する住宅金融支援機構による低利融資制度を創設
– 市町村が定める再エネ利用促進区域内について、建築士から建築主へ再エ
ネ導入効果の説明義務を導入

– 省エネ改修や再エネ設備の導入に支障となる高さ制限等の合理化

• その他、木材需要の約4割を占める建築物分野での木材利用を促進し、
吸収源対策の強化に寄与するため、建築基準法など改正

50
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主要国の気候変動政策の特質
• 新型コロナウィルス感染症で傷んだ経済社会の復興策・
復興計画の中に気候変動対策、環境対策を統合。より持
続可能な経済社会の再設計
– インフラ（エネルギー、住宅・建築物、交通など）の脱炭素化に
重点

• 産業の脱炭素化、次世代化。それによる産業競争力強化
– Ex. グリーン成長戦略（2020年12月、2021年6月改定）

• 気候変動に対する考慮を企業経営に統合
– 企業の情報開示の強化（法定化）、金融機関の情報開示とリス
ク評価

– サプライチェーン管理：traceability、社会配慮（人権、労働者の
権利など）、Scope 3の排出量（サブライチェーン、バリューチェ
ーンからの排出量）

– EUの炭素国境調整メカニズム（Carbon Border Adjustment 
Mechanism; CBAM）

– 気候変動をこえて：サーキュラーエコノミー、自然資本などへも
51

グリーン成長戦略・14の重点分野

52

足下から2030年、そして2050
年にかけて成長分野は拡大

気候変動対策を、産業構造や経済社会をより持続可能なものに
変革、移行する（次世代化する）産業政策と位置づけ
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53

金融機関企業

情報開示（ディスクロージャー）

開示情報に基づく投融資

①TCFDなど
情報開示の
ルール

②金融機関の情報開示
③金融モニタリング
④投融資を誘導するルール
、仕組み

企業の気候変動リスク対応を政策が後押しする

ESG投資（環境・人権などを考慮した投資）
サステナブルファイナンス

気候変動関連財務情報開示
（Task Force on Climate-related Financial Disclosures; TCFD）

54

各社が、気候変動がもたらす「リスク」と「機会」の財務的
影響を企業（特に取締役会）が把握し、開示することを促
すことが重要な狙いの一つ

移行リスク

（＝脱炭素社会に向
かう社会の変化に伴
うリスク）
・政策・法
・技術
・市場
・評判

物理的リスク（＝気
候変動の影響リスク
）
・急性
・慢性

・資源効率性
・エネルギー源
・製品/サービス
・市場

戦略的計画
リスクマネジメント

財務上の影響

出典：TCFD, 2017を基に高村改変
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TCFDによる開示推奨項目
開示項目 ガバナンス リスク管理 戦略 指標と目標

項目の詳細 気候関連のリスクと
機会に関わる組織の
ガバナンスを開示

気候関連のリスクに
ついて組織がどのよ
うに選定・管理・評価
しているかについて
開示

気候関連のリスクと
機会が組織のビジネ
ス・戦略・財務計画に
与える実際の及び潜
在的な影響について、
重要な場合には開示

気候関連のリスクと
機会を評価・管理す
る際に使用する指標
と目標を、重要な場
合には開示

推奨される
開示内容

a）気候関連のリスク
と機会についての取
締役会による監視体
制を説明

a）組織が気候関連
のリスクを選定・評価
するプロセスを説明

a）組織が選定した、
短期・中期・長期の
気候変動のリスクと
機会を説明

a）組織が、自らの戦
略とリスク管理プロセ
スに即し、気候関連
のリスクと機会を評
価する際に用いる指
標を開示

b）気候関連のリスク
と機会を評価・管理
する上での経営者の
役割を説明

b）組織が気候関連
のリスクを管理する
プロセスを説明

b）気候関連のリスク
と機会が組織のビジ
ネス・戦略・財務計画
に及ぼす影響を説明

b）Scope1、Scope2及
び該当するScope3の
温室効果ガス排出に
ついて開示

c）組織が気候関連リ
スクを選定・評価・管
理するプロセスが組
織の総合的リスク管
理にいかに統合され
るかについて説明

c）2℃未満シナリオを
含む様々な気候関連
シナリオに基づく検
討をふまえ、組織の
戦略のレジリエンス
について説明

c）組織が気候関連リ
スクと機会を管理す
るために用いる目標
及び目標に対する実
績について説明

55

4℃の世界＠2050年（カゴメ）

56
出典：環境省「TCFDを活用した経営戦略立案のススメ」（2021年）
https://www.env.go.jp/policy/policy/tcfd/TCFDguide_ver3_0_J.pdf
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2℃の世界＠2050年（カゴメ）
社会の脱炭素化が進む未来

57出典：環境省「TCFDを活用した経営戦略立案のススメ」（2021年）
https://www.env.go.jp/policy/policy/tcfd/TCFDguide_ver3_0_J.pdf

2050年の世界観（カゴメ）

58出典：環境省「TCFDを活用した経営戦略立案のススメ」（2021年）
https://www.env.go.jp/policy/policy/tcfd/TCFDguide_ver3_0_J.pdf
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EU戦略的⻑期ビジョン（A Clean Planet for all）

共通する7つの構成要素 対策例

1. エネルギー効率改善の効果最⼤化 l デジタル化、ホームオートメーション、ラベリング、効率基準の設定、リノベーション率の向上、暖房⽤燃料の再
エネへの燃料転換、最⾼効率の製品・機器、スマートビルディング、家電機器管理システム、断熱材の改良

2. 再エネ⼤量普及と電化によるエネルギーの
完全脱炭素化

l 電化の推進、再エネ発電のシェア拡⼤、電⼒や電⼒起源燃料の暖房・輸送・産業での利⽤、CO2の原料
利⽤、エネルギー貯蔵の⼤規模展開、デジタル化による管理、サイバー攻撃からの保護

3. クリーンで安全なコネクテッドモビリティ
l 脱炭素・分散・デジタル化された電⼒、⾼効率で持続性の⾼いバッテリー、⾼効率の動⼒伝達系、コネクテッ
ド、⾃動運転、バイオ燃料、電⼒起源燃料、海上輸送・内陸⽔路の活⽤

l 都市計画、サイクリング・徒歩、ドローン等の新技術、シェアリングサービス、テレビ会議

4. 競争⼒ある産業界のためのイノベーション
l リユース・リサイクル、エネルギー集約材の代替材、既存設備の近代化・完全置換、デジタル化・⾃動化、電
化・⽔素・バイオマス・合成ガス、CO2の回収・貯蔵・利⽤、⽔素・バイオマスの原料利⽤

l 再利⽤と追加サービスを核とした新たなビジネス

5. スマートネットワークインフラ・相互接続
l 国境を越えた地域協⼒・部⾨統合
l スマートな電⼒・情報網、⽔素インフラ整備、スマートな充電・給油所を備えた輸送システム

6. バイオ経済と森林吸収源
l デジタル化とスマート技術による精密農業、嫌気性消化槽による肥料処理、農地の炭素貯留
l 劣化した森林・⽣態系の再⽣、⽔⽣⽣物資源の⽣産性改善

7. CCSによる残存する排出量の削減 l 研究開発の拡⼤、CO2輸送・貯留ネットワークの建設、世論の懸念への対応

（出所） European Commission（2018）「Communication from the Commission to the European Parliament, The European Council, The Council, The European 
Economic and Social Committee, The Committee of The Regions and The European Investment Bank」より作成

【新規作成】

• EU⻑期戦略では、ネットゼロ排出社会に向けた経路に共通する7つの構成要素が提⽰されている。

ネットゼロ排出社会に向けた経路に共通する7つの構成要素

2050年カーボンニュートラルへの道標
2021年 ・削減対策がとられていない新規の石炭火力の建

設停止
2040年 ・削減対策がとられていないすべての石炭火力・石

油火力の段階的廃止

・新規の石油・ガス田開発、新規炭鉱の開発の停
止

・世界的に電力がネットゼロエミッションに

2025年 ・化石燃料ボイラーの新規販売停止 ・重工業の既存の能力の約90％が投資サイクル終
了にいたる

2030年 ・太陽光・風力の年の新規導入量1020GW ・航空燃料の50％が低排出燃料に

・先進国における削減対策がとられていない石炭
火力の段階的廃止

・既存の建築物の50％がネットゼロカーボンレディ
レベルに改修

・重工業分野の新技術の大半が大規模実証 2045年 ・熱需要の50％が、ヒートポンプでまかなわれる

・世界で販売される自動車の60％が電動車に 2050年 ・世界の発電量のほぼ70％が太陽光と風力となる

・すべての新築建築物がゼロカーボン・レディに ・90％以上の重工業生産が低排出となる

・すべての人がエネルギーにアクセス可能に ・85％以上の建築物がゼロカーボンレディとなる

2035年 ・先進国において全体として電気がネットゼロエミッ
ションに

・すべての産業用電動車の販売がその分類でトッ
プになる

・内燃機関自動車の新規販売停止

・販売される家電、冷房システムの大半がその分
類でトップになる

60
出典：国際エネルギー機関、2021年
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サステナビリティ情報開示の動き
国際の動き 日本国内の動き

2021年6月 ・自然関連財務情報開示タスクフォース（TNFD）
の発足

・コーポレートガバナンス・コードの改訂による情
報開示強化

2021年9月 ・金融審議会で、義務的開示を含む企業のサス
テナビリティ情報開示に関する検討開始

2021年11月 ・IFRS財団「国際サステナビリティ基準審議会
（ISSB）」設立

2022年1月 ・財務会計基準機構（FASF）がサステナビリティ
基準委員会（SSBJ）設立準備委員会設置

2022年3月 ・TNFDの情報開示骨子案公表
・米国証券取引委員会（SEC）の気候変動情報開
示規則案公表
・ISSBのサステイナビリティ情報開示基準の草案、
気候変動情報開示基準の草案公表（7月29日ま
で意見聴取）

2022年6月 ・TNFDの情報開示骨子案ver.2公表 ・金融審議会で、義務的開示を含む企業のサス
テナビリティ情報開示に関する報告書

2022年7月 ・サステナビリティ基準委員会（SSBJ）設立

2023年 ・TNFD指針公表見込み
・ISSBのサステイナビリティ情報開示基準、気候
変動情報開示基準公表予定 61

Task force on Nature-related Financial 
Disclosure (TNFD)

• 自然関連財務情報開示タスクフォース（Task force on Nature-
related Financial Disclosure (TNFD)）
– 2019年1月：世界経済フォーラム年次総会で着想
– 2020年7月：TNFD非公式作業部会の結成発表

• グローバル・キャノピー、国連開発計画（UNDP）、国連環境計画金融イニシア
ティヴ（UNEP FI）、WWFによる

– 2021年6月：TNFDの立ち上げ
• ロンドン証券取引所グループ（LSEG）のDavid Craig氏とCBD事務局のElizabeth 

Maruma Mrema氏が共同議長
– 2022年3月：TNFDフレームワーク ベータ版（v. 0.1）公表

• 自然関連リスクについて、企業が報告・対応するための枠組みを
構築
– TCFDと同じ、①ガバナンス、②戦略、③リスク管理、④指標と目標と
いうアプローチを適用

– 「影響（Impacts）」と「依存度（Dependencies）」
– 自然が企業などの財務に与える影響を開示する（outside in）とともに
、企業などが自然の状態に対して与える影響を開示する（inside out）

62
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Science Based Target (SBTi)
科学に基づく目標設定

63

• CDP、国連グローバル・コンパクト、WRI、WWFに
よる共同イニシアチブ（SBTi）。世界の平均気温
の上昇を「2度を十分に下回る」水準に抑えるた
めに、企業に対して、科学的な知見と整合した削
減目標を設定することを推奨し、認定

• 3671社が参加。うち目標が科学と整合と認定さ
れている企業は1730社。ネット・ゼロを誓約する
企業は1322社（2022年9月19日現在）

Øhttps://sciencebasedtargets.org

パリ協定の長期目標と整合的な目標（SBT）を掲げる
日本企業（2022年9月19日現在）

64

SBTの認定をうけた企業
（255社）

*下線は1.5℃目標を設
定する企業
（162社）

*中小企業（従業員500
名未満）
（126社）

アークエルテクノロジーズ、アイリーシステム、アキスチール、朝日ウッドテック、アサヒグループホールディングス、ア
シックス、味の素、アスエネ、アスクル、アステラス製薬、アズビル、アドバンテスト、アルメタックス、アローエム、アロッ
ク・サンワ、安藤ハザマ、アンリツ、イオン、E-konzal（イー・コンザル）、市川鉄工所、岩田商会、ウイング、ウェイストボッ
クス、ウシオ電機、内海産業、ウフル、栄四郎瓦、エコワークス、エーザイ、エコスタイル、エコ・プラン、SCSK、エスビック、
日本電気（NEC）、NTT、NTTデータ、NTTドコモ、エネルギーソリューションジャパン、エレビスタ、OSW、大川印刷、オー
クマ、大阪故鉄、大塚製薬、小野薬品工業、オムロン、オリザ油化、会宝産業、花王、CAGLA、カゴメ、カシオ計算機、カ
ジケイ鉄工、春日井資材運輸、片桐銘木工業、カーボンフリーコンサルティング、加山興業、川崎汽船、河田フェザー、
河村産業、甘強酒造、共愛、京セラ、キョーテック、協同電子工業、協発工業、キリンホールディングス、熊谷組、グ
ロービング、KDC、KDDI、ゲットイット、ゴウダ、光陽社、国際航業、コーセー、コニカミノルタ、コマツ、コマニー、榊原工
業、榊原精器、サハシ特殊鋼、三喜工作所、サンコーリサイクル、三周全工業、参天製薬、サントリーホールディングス、
サントリー食品インターナショナル、山陽製紙、塩野義製薬、資生堂、島津製作所、清水建設、ジャパンリアルエステイ
ト投資法人、シャープ、J. フロントリテイリング、ジェネックス、新世日本金属、新日本印刷、親和建設、SCREENホール
ディングス、鈴木特殊鋼、スタジオオニオン、住友化学、住友電気工業、住友林業、精器商会、セイコーエプソン、積水
化学工業、積水ハウス、セコム、ソニー、ソフトバンク、大成建設、ダイドー、大同トレーディング、大鵬薬品工業、第一
三共、大東建託、大富運輸、大日本印刷、大和ハウス工業、大和ハウスリート投資法人、高砂香料工業、高砂熱学工
業、高千穂シラス、高橋金属、竹内木材工業、武田薬品工業、タニハタ、中外製薬、中興電機、中部産業連盟、艶金、
帝人、TIS、TBM、テラオホールディングス、テルモ、DMG森精機、デジタルグリッド、電通、東急建設、東急不動産ホー
ルディングス、東京建物、東芝、TOTO、東洋硬化、戸田建設、栃木県集成材協業組合、凸版印刷、飛島建設、Drop、
中島田鉄工所、中山精工、ナブテスコ、ニコン、西松建設、日産自動車、日清食品ホールディングス、日新電機、日本
アルテック、日本ウエストン、日本エンジン、日本カーボンマネジメント、日本ゼルス、日本宅配システム、日本たばこ産
業（JT）、日本電業工作、日本板硝子（NSGグループ）、日本特殊陶業、日本郵船、ネイチャーズウェイ、野村総合研究
所、野村不動産ホールディングス、ハイパー、ハーチ、ハウテック、長谷工コーポレーション、パナソニック、浜田、浜松
ホトニクス、VAIO、ハリタ金属、Value Frontier、日立製作所、日立建機、ヒューリック、ファーストリテイリング、ファナック、
ファミリーマート、藤久運輸倉庫、不二製油グループ本社、富士通、富士凸版印刷、藤野興業、富士フイルムホール
ディングス、ブラザー工業、古河電気工業、平成工業、平和不動産、ベネッセコーポレーション、ポーラ・オルビスホー
ルディングス、前田建設工業、まち未来製作所、松岡特殊鋼、丸井グループ、丸喜産業、丸東、三重エネウッド、ミクニ
機工、水生活製作所、ミズタニバルブ工業、三井不動産、MIC、三菱地所、三菱電機、宮城衛生環境公社、都田建設、
村田製作所、明治ホールディングス、明電舎、ライオン、ライズ、LIXILグループ、リコー、利高工業、りさいくるinn京都、
リマテックホールディングス、ルネサスエレクトロニクス、レックス、レフォルモ、ロッテ、八洲建設、山一金属、ヤマゼン、
ヤマハ、山本機械、豊ファインパック、ユタコロジー、ユニ・チャーム、ローム、YKK、YKK AP

SBTの策定を約束してい
る企業
（60社）

アイシン、アマダ、ANAホールディングス、イオンモール、E・Jホールディングス、石塚硝子、岩崎通信機、EIZO、H.U.グ
ループホールディングス、エスペック、NTTアーバンソリューションズ、MS & ADホールディングス、大塚商会、大林組、岡
部、オカムラ、キッコーマン、キャノン、ケイミュー、小林製薬、コムシスホールディングス、佐川急便、シチズン時計、シ
スメックス、スミダコーポレーション、セブン & アイ・ホールディングス、船場、SOMPOホールディングス、ダイセキ、TOA、
東京エレクトロン、東京海上ホールディングス、東京製鐵、東洋製罐グループホールディングス、ニチリン、日本ガイシ、
日本航空、日本国土開発、日本電産、パシフィックコンサルタンツ、バリュエンスホールディングス、日立Astemo、ファイ
ントゥデイ資生堂、フジクラ、不二サッシ、ブリヂストン、文化シヤッター、ベルシステム24ホールディングス、ミズノ、ミラ
イト・ホールディングス、メルカリ、森ビル、八千代エンジニヤリング、ヤフー、横河電機、楽天グループ、リクルートホー
ルディングス、ＲＥＩＮＯＷＡホールディングス、ローソン、ロックペイント
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パリ協定の長期目標と整合的な目標（SBT）を掲げる
中小企業（2022年9月9日現在）（121社）

65

自動車・自動車部品 協発工業（愛知県岡崎市）、榊原工業（愛知県西尾市）、榊原精器（愛知県西尾市）、三喜工作所（愛知県あま市）、日本エンジン（愛
知県稲沢市）、平成工業（愛知県刈谷市）、市川鉄工所（愛知県豊田市）

建築部材・建築材料 日本アルテック（滋賀県栗東市）、日本宅配システム（名古屋市）、栃木県集成材協業組合（栃木県鹿沼市）、利高工業（滋賀県米原
市）、ウイング（静岡県焼津市）、ダイドー（大阪府河内長野市）、ハウテック（岐阜県下呂市）、ゴウダ（大阪府茨木市）、栄四郎瓦（愛
知県碧南市）、オークマ（福岡県朝倉市）、高千穂シラス（宮崎県都城市）、キョーテック（京都市）、エスビック（群馬県高崎市）

建設・建築・住宅 エコスタイル（大阪市）、エコ・プラン（東京都）、エコワークス（福岡市）、OSW（大阪市）、親和建設（愛知県碧南市）、都田建設（静岡
県浜松市）、八洲建設（愛知県半田市）、竹内木材工業（東京都）、片桐銘木工業（名古屋市）

不動産 大和ハウスリート投資法人（東京都）、平和不動産（東京都）、ジャパンリアルエステイト投資法人（東京都）

食品製造・加工 甘強酒造（愛知県海部郡蟹江町）、スタジオオニオン（岐阜市）

家庭用品・消費財 TBM（東京都）、ネイチャーズウェイ（名古屋市）、水生活製作所（岐阜県山県市）、ミズタニバルブ工業（岐阜県山県市）

包装・容器 共愛（静岡市）、豊ファインパック（福井県越前市）

織物、ファッション 河田フェザー（名古屋市）、艶金（岐阜県大垣市）

電力・エネルギー デジタルグリッド（東京都）、三重エネウッド（三重県松阪市）

電気機器、機械 三周全工業（愛知県西尾市）、ライズ（富山県魚津市）、東洋硬化（福岡県久留米市）、山本機械（岐阜市）、中興電機（埼玉県川口
市）、協同電子工業（山形市）、中山精工（大阪市）、新世日本金属（岐阜市）

鉄、アルミ、その他金属 アキスチール（大阪市）、アルメタックス（大阪市）、大阪故鉄（大阪市）、山一金属（静岡県駿東郡）

化学 丸喜産業（富山県高岡市）

林業・紙製品 タニハタ（富山市）、山陽製紙（大阪府泉南市）

ハードウェア ゲットイット（東京都）、中島田鉄工所（福岡県八女郡）、日本電業工作（東京都）、河村産業（三重県四日市市）、VAIO（長野県安曇野
市）

ソフトウェア、メディア アイリーシステム（大阪市）、ウフル（東京都）、エレビスタ（東京都）、ハーチ（東京都）、KDC（大阪市）、CAGLA（愛知県豊田市）、アス
エネ（東京都）、アークエルテクノロジーズ（福岡市）

道路輸送 大富運輸（富山県滑川市）、藤久運輸倉庫（愛知県刈谷市）、カジケイ鉄工（岐阜県不破郡）、春日井資材運輸（岐阜市）

コンサルタント E-konzal（イー・コンザル）（大阪市）、ウェイストボックス（名古屋市）、カーボンフリーコンサルティング（横浜市）、Drop（大阪市）、
Value Frontier（東京都）、まち未来製作所（横浜市）、リマテックホールディングス（大阪府岸和田市）、レックス（大阪市）、ユタコロ
ジー（名古屋市）

廃棄物・リサイクル 会宝産業（金沢市）、加山興業（愛知県豊川市）、浜田（大阪府高槻市）、りさいくるinn京都（京都市）、宮城衛生環境公社（仙台市）、
藤野興業（大阪府富田林市）、サンコーリサイクル（愛知県東海市）、ヤマゼン（三重県伊賀市）、ハリタ金属（富山県高岡市）

商社、ビジネスサービス
ほか

大川印刷（横浜市）、大同トレーディング（名古屋市）、日本ウエストン（岐阜市）、富士凸版印刷（名古屋市）、MIC（東京都）、レフォル
モ（東京都）、高橋金属（岐阜市）、エネルギーソリューションジャパン（東京都）、新日本印刷（東京都）、中部産業連盟（名古屋市）、
光陽社（東京都）、日本カーボンマネジメント（東京都）、丸東（岐阜県土岐市）、ミクニ機工（愛知県みよし市）、精器商会（名古屋市）、
岩田商会（名古屋市）、内海産業（東京都）、アロック・サンワ（福井市）、グロービング（東京都）、日本ゼルス（東京都）、ハイバー（東
京都）

※下線は1.5℃目標を設定する企業

世界のRE100企業：381社
（2022年9月19日）
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日本企業のRE100
73社（2022年9月19日）

67

• リコー（2017年4月）
– 2050年までに再エネ電気100％調達、中間目標として2030年までに少なくとも30％を調達

• 積水ハウス（2017年10月）
– 2040年までに再エネ電気100％調達、中間目標として2030年までに50％調達

• アスクル（2017年11月）、大和ハウス工業（2040年）（2018年2月）、イオン、ワタミ（2018年3月）、城南信用金庫
（2018年5月）、丸井グループ、エンビプロ・ホールディング、富士通（2018年7月）、ソニー（2030年）（2018年9
月）、生活協同組合コープさっぽろ、芙蓉総合リース（2018年10月）、戸田建設、大東建託（2040年）（2019年1
月）、コニカミノルタ、野村総合研究所（2019年2月）、東急不動産、富士フイルムホールディングス（2019年4月
）、アセットマネジメントONE（2019年7月）、第一生命保険、パナソニック（2019年8月）、旭化成ホームズ、高島
屋（2019年9月）、フジクラ、東急（2019年10月）、ヒューリック（2025年）、LIXILグループ、安藤ハザマ（2019年11
月）、楽天（2019年12月）、三菱地所（2020年1月）、三井不動産（2020年2月）、住友林業（2040年）（2020年3
月）、小野薬品工業（2020年6月）、日本ユニシス（2020年7月）、アドバンテスト、味の素、積水化学（2020年8
月）、アシックス（2020年9月）、J.フロント リテイリング、アサヒグループホールディングス（2020年10月）、キリン
ホールディングス（2020年11月）、ダイヤモンドエレクトリックホールディングス、ノーリツ、セブン＆アイホール
ディングス、村田製作所（2020年12月）、いちご（2025年）、熊谷組、ニコン、日清食品ホールディングス（2021
年2月）、島津製作所、東急建設（2030年）（2021年3月）、セイコーエプソン、TOTO（2021年4月）、花王（2021年
5月）、日本電気（NEC）（2021年6月）、第一三共、セコム、東京建物（2021年7月）、エーザイ、明治ホールディ
ングス、西松建設（2021年9月）、カシオ計算機（2021年12月）、野村不動産ホールディングス、資生堂（2022
年2月）、オカムラ（2022年3月）、T&Dホールディングス、ローム、大塚ホールディングス（2022年4月）、インフ
ロニア・ホールディングス、ジャパンリアルエステイト投資法人（2022年5月）、Zホールディングス（2030年）（
2022年6月）、森ビル（2030年）（2022年9月）

• https://www.there100.org 世界で381社

日本企業による
2050年カーボンニュートラル目標（1）
• 東京ガスグループ経営ビジョン「Compass 2030」（2019年11月）

– 「CO2ネットゼロ」をリード
– 再エネ、水素・メタネーション、CO2回収技術などによる

• JERA（2020年10月）
– 2050年に国内外の事業から排出されるCO2を実質ゼロ
– 再エネとグリーンな燃料の導入による

• 大阪ガス「Daigasグループ カーボンニュートラルビジョン」（2021年1月）
– 再エネや水素を利用したメタネーションなどによる都市ガス原料の脱炭素化
– 再エネ導入を軸とした電源の脱炭素化

• すべての大手電力会社も同様の目標

• JR東日本「ゼロカーボンチャレンジ2050」（2020年5月）
– 環境長期目標「ゼロカーボン・チャレンジ 2050」を策定し、2050年度の鉄道事業における

CO2排出量「実質ゼロ」に挑戦
– 再エネで、2030 年度までに東北エリアにおける CO2排出量ゼロ
– 2030年度までに鉄道事業の全使用量の約20%に相当する電力を、風力や太陽光による自
家発電に（2021年3月）

• JALグループ（2020年6月）
– 2050年度までにCO₂排出量実質ゼロを目指す

• ANAホールディングス（2021年4月）
– 2050年度までにグループの航空機の運航におけるCO2排出量実質ゼロを目指す
– 運航以外の排出も実質ゼロ
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日本企業による
2050年カーボンニュートラル目標（2）
• ENEOS（2020年6月）

– 2040年長期ビジョンを策定し、「アジアを代表するエネルギー・
素材企業」への成長、「低炭素・循環型社会への貢献」を掲げ
ている

– 具体的には、2030年に約1000万トンのCO2削減、2040年には
自社排出分のカーボンニュートラルを目指す

– 再生可能エネルギー、水素、CO2-EORなど
• 国際石油開発帝石（INPEX）（2021年1月）

– 事業活動で排出するＣＯ2を2050年に実質ゼロにする目標
– 2030年の排出原単位を2019年比で30％低減
– CCUS、水素など

• 出光興産（2021年1月）
– 2050年に自社の事業活動からのCO2排出を実質的にゼロにす
る「カーボンニュートラル」を目指す（日経、2021年1月14日）
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意欲的な30年目標を掲げるSBT企業例
2030年目標 2030年目標

コニカミノルタ 2005年比60％削減 味の素 2018年比50％削減
大和ハウス工業 2015年度比50％削減 富士通 2013年比71％削減

積水ハウス 2013年度比50％削減 NTTデータ 2016年比60％削減
アスクル 2030年カーボンニュート

ラル（100％削減）
日立製作所 2030年カーボンニュートラル

（100％削減）
野村総合研究所 2013年比72％削減 キリンホール

ディングス
2019年比50％削減

アサヒグループホー
ルディングス

2019年比70％削減 YKK AP 2013年比50％削減

ブラザー工業 2015年比65％削減 NTTドコモ 2018年比50％削減
小野薬品工業 2017年比55％削減 ソニー 2030年カーボンニュートラル

丸井グループ 2016年比80％削減 武田薬品工業 （2025年目標）
2016年比40％削減
2040年カーボンニュートラル

ソフトバンク （2030/2031年目標）
2019/2020年比82.8％
削減

YKK 2018年比50％削減

ジェネックス 2017年比55％削減 日本電気
（NEC）

（2030/2031年目標）
2017/2018年比55％削減

リコー 2015年比63％削減 ヤマハ （2030/2031年目標）
201/2018年比55％削減

コマニー 2018年比50％削減 東急不動産 2019年比46％削減 70
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Scope 3 排出量の実質ゼロ
• 日立製作所：「環境」に関する事業戦略（2021年2月）

– 「CO2排出量削減が日立の追い風になる」
– 「エネルギー、インダストリー、モビリティ、ライフの4セクターが持つグリーンテクノロジーと、IT
セクターを中心とするデジタル技術の掛け合わせが成長エンジンとなるだろう」

– 2030年度までに自社の事業所(ファクトリー・オフィス)においてカーボンニュートラル達成
– 2050年度までにバリューチェーン全体でカーボンニュートラル（2021年9月13日）
– 社会イノベーション事業を通じ、2050年カーボンニュートラルの実現に貢献

• ソニーグループ（2022年5月18日）
– 2030年までに自社においてカーボンニュートラル達成＋電力を100％再エネ化
– 2040年までにスコープ3も含めてカーボンニュートラル達成

• NTTデータ（2022年6月）
– 2040年までに自社においてカーボンニュートラル達成
– 2050年までにスコープ3も含めてカーボンニュートラル達成

• 三菱UFJフィナンシャル・グループ、三井住友フィナンシャルグループ（SMBCグルー
プ）、みずほフィナンシャルグループ
– 2030年までに自社グループの温室効果ガス（GHG）排出量実質ゼロ
– 2050年までに投融資ポートフォリオのGHG排出量実質ゼロ
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サプライチェーン・バリューチェーンからの排出量

＝Scope 3排出量

72出典：環境省、2015年
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MicrosoftのClimate Moonshot
（2020年1月）

• Carbon nega-ve by 2030 (2030年
までに炭素排出マイナス)

• Remove our historical carbon
emission by 2050 (2050年までに、
1975年の創業以来排出したすべ
ての炭素を環境中から取り除く）

• $1 billion climate innova-on fund 
(10億米ドルの気候イノベーション
基金)

• Scope 3の排出量（サプライチェー
ン、バリューチェーンからの排出
量）削減に焦点
– 2030年までにScope 3の排出量を半
分以下に削減

– 2021年7月から、サプライヤーに
scope 1、2（自社事業からの排出量
）だけでなくscope 3の排出量を提示
を求め、それを基に取引先を決定
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hDps://blogs.microsoH.com/blog/2020
/01/16/microsoH-will-be-carbon-
nega-ve-by-2030/

Appleの2030年目標
（2020年7月）

• 2030年までに、そのすべての事業、製品のサプライチ
ェーン、製品のライフサイクルからの排出量を正味ゼロ
にする目標と計画を発表

• すでに自社使用の電気はすべて再エネ100％を達成。
2022年4月時点で、日本企業を含む213のサプライヤー
がApple製品製造を100％再エネで行うことを約束

• 2020年目標：サプライヤーで、新規で10GWのクリーン
エネルギーを増やす。すでに16GWの新規導入/導入誓
約

• 日本企業による2030年再エネ100％の誓約：デクセリア
ルズ、恵和、日本電産、日東電工、セイコーアドバンス
、ソニーセミコンタクタソリューションズ、太陽ホールディ
ングス、ツジデン、村田製作所（9社、2021年3月）＋ア
ルプスアルパイン、尼崎製罐、ボーンズ、フジクラ、ヒロ
セ電機、I-PEX、ジャパンディスプレイ、ミネベアミツミ、日
本メクトロン、東陽理化学研究所、UACJ（11社、2021年
10月）＋シチズン電子、日本航空電子工業、ENEOSホ
ールディングス、キオクシア、日本電波工業、シャープ、
住友電気工業、太陽誘電、TDK（9社、2022年4月）
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https://www.apple.com/news
room/2020/07/apple-
commits-to-be-100-percent-
carbon-neutral-for-its-supply-
chain-and-products-by-2030/
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Climate Action 100 +
• Climate AcRon 100+（2017年12月立ち上げ）

– 2022年9月現在、運用資産約68兆ドルを保有する700をこえる投資家
が参加

– 日本からも、アセットマネジメントOne、大和アセットマネジメント、富国
生命投資顧問、かんぽ生命保険、明治安田生命保険、三菱UFJ信託
銀行、MU投資顧問、日興アセットマネジメント、日本生命、ニッセイア
セットマネジメント、野村アセットマネジメント、農林中央金庫、農林中
金全共連アセットマネジメント、りそなアセットマネジメント、Sompoア
セットマネジメント、上智学院、住友生命、三井住友DSアセットマネジ
メント、三井住友トラスト・アセットマネジメント、T&Dアセットマネジメン
ト、第一フロンティア生命、第一生命が参加

– 年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）も2018年10月に参加
– 投資先として重要な世界の166の大排出企業（世界の産業からの排
出量の80％超を占める）へのエンゲージメントを誓約
• 気候変動リスクに関する説明責任とリスク対応を監督する取締役会のガバナ
ンス

• バリューチェーン全体に対する排出削減
• TCFD勧告にそった企業の情報開示

– 日本企業は10社対象
• ダイキン工業、ENEOSホールディングス、日立製作所、Honda（本田技研工業
）、日本製鉄、日産自動車、パナソニック、スズキ、東レ、トヨタ自動車

75

電力の排出原単位（grams CO2/kWh）
（2020年）

76
出典：日本、英国、米国は政府発表実績データ。それ以
外は欧州環境庁

日本は、1kWhあたりのCO2排出量が先進国の中で最も高い国の1つ
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総発電量/総電力消費量に占める
再エネの割合（％）（2020年）

77

出典：日本、英国、米国は政府発表実績データ。それ以外は欧
州環境庁（欧州環境庁データは、総電力消費量に占める割合）
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「カーボンニュートラル」の実現に向けて
取り組む企業に対する評価

78出典：電通、第5回生活者調査、2021年
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花王グループのESG戦略

• 2019年4月にESG戦略「Kirei Lifestyle Plan（キレイライフスタイルプラン）」を策定
• 2040年までにカーボンゼロ、2050年までにカーボンネガティヴをめざす
• 2030年までに使用電力の100%再生可能電力化を目標

– 酒田工場で、2021年6月1日より、花王グループ最大規模の2.8MWの自家消費型太陽光
発電設備の運用を開始。年間約2,350MWhの発電で約1,300トンのCO2排出量削減を見
込む

– 2021年4月から非化石証書を使用した電力調達で、購入電力のCO2排出をゼロ化（CO2排
出量年間16,000トンの削減）

– 今回の太陽光発電設備の導入と合わせて、工場における使用電力の100%再生可能エネ
ルギー化を達成

79

京セラ：再エネ100％の
ゼロエミッションデータセンター

80

＊2019年4月より、北海道と石狩市と協力して、日本初の
再エネ100％のゼロエミッションデータセンターをつくる
2022年稼働予定
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不動産業界の動き

81

• 三菱地所（2021年1月）
– 2021年度から丸ビルや新丸ビルなど丸の内エリア(大手町・丸の内・有楽町)の 18 棟及び横浜ランドマーク
タワーの計 19 棟(延床面積計約 250 万m²)において、全電力を再生可能エネルギー由来に

– 丸の内エリアにおける所有ビルで使用する電力は、2022 年度には全てのビルにおいて再エネ電力とする
予定

• 東急不動産（2021年2月）
– 2025年にオフィス、商業施設、ホテル及びリゾート施設など保有する全施設で 100%再生可能エネルギー
に切り替え

– 「当社ビルのテナントの皆様は再生可能エネルギーの電力を使用できるようになるため、『環境に配慮した
企業』という評価を獲得しやすくなります。」

– 9月1日、主に再生可能エネルギーの電源開発などを手がける新会社「リエネ」設立
• 三井不動産（2021年5月）

– 首都圏で所有するすべての施設で2030年度までに使用電力のグリーン化を推進
– 東京ミッドタウンおよび日本橋エリアのミクストユース型基幹ビルなど25棟で、先行的に2022年度末までに
使用電力をグリーン化

– 専用部でも入居テナント各社のグリーン化計画に対応した「グリーン電力提供サービス」を4月より開始
• 清水建設（2021年8月）

– 持分割合が50％以上で、同社が電力需給契約を締結している賃貸オフィス・物流施設を対象に供給電力
の再エネ化。 8月1日までに4施設で再エネ電力の利用を開始。 2030年度までに再エネ電力の導入率100
％達成を目指す

– 再エネ電力の導入物件や省エネ性能に優れる物件に統一ブランド名称「グリーンプロパティ＋（PLUS）」を
付与し、テナント企業に環境価値を提供する優良物件としての認知度の向上を目指す

• 大成建設（2021年8月）
– ヒューリックリート投資法人、安田不動産、芙蓉総合リース、大成有楽不動産、ヒューリックと共同で事業推
進をしている「御茶ノ水ソラシティ」において、2021年9月1日より全電力を再エネに切り替え

– 熱負荷低減や省エネルギーの指標であるPAL削減率、ERRについて東京都が定める最高水準（段階3）を達
成、太陽光発電設備導入や都内初の地下鉄湧出水活用など、未利用エネルギー・未利用資源も活用

– 「当ビルに入居する全てのテナントが再エネ由来100%の環境価値のついた再エネ電力を利用できるよう」

世界の電源ミックス
（Bloomberg NEF, 2020）

出典: BloombergNEF, 2020

過去約50年のトレンドを変える非化石電源（再エネ）への転換が起きている
再エネは2050年に69％に拡大。化石燃料は24％まで低減
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太陽光＋風力
56％
再エネ
69％

化石燃料
24％
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エネルギーの大転換

83

再エネの発電コストの推移

84
出典：国際再生可能エネルギー機関、2021年

2010年から2020年で、事業用太陽光は85％、陸上風力は56％、洋上風力は48％低減
日本の太陽光の発電コストも2013年から2020年の8年で62%低減

火力発電所のコストレンジ

洋上風力太陽光
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最終エネルギー消費に占める再生可能エネルギー（2019）
Renewable Energy in TFEC by Sector

電気は世界のエネルギー消費の約5分の1
再エネへの転換は熱と輸送燃料に課題 出典：REN21, 2022年

電動車の販売量とシェア（2010-2021年）

86出典: IEA,2022

2021年、電動車の販売量は660万台に増。前年比2倍以上
市場シェアは、9％に。2020年の3倍に
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EV（乗用車）の販売台数

87出典: BloombergNEF,2022

電力分野変革のイノベーション

88

3つのD : Decarbonization, Decentralization and Digitalization
デジタル化、自動化など、セクターを超えたダイナミックな技術革新（イ
ノベーション）の進行
"Grid integrated efficient buildings" "Grid interactive efficient buildings"
技術の補完性

出典：IRENA, 2017
48
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セクターカップリング
Power to X
エネルギーシステム統合（Energy System Integra2on）/セクター統合

出典: IRENA, 2018

「変化」の中にあるという認識
• かつてない「変化」の中にあるという認識

– 科学が裏打ちする気候変動への（特に若者の）危機感
• “現在の社会の延長線上に私たちがめざす未来はない”
• これからの10年が決定的に重要。「Decisive Decade」「Critical Decade
」

– カーボンニュートラルに向かう世界
– これまでにないエネルギーの大転換や技術の変化、市場の変
化
• 脱炭素社会、持続可能な社会への可能性を開く技術の革新。産業
構造、社会構造の転換の鳴動

– 感染症の影響：価値観の変化。「生命」「健康」「環境」の価値。
「One health」「Planetary health」。より分散型の社会システムへ
の指向など

– パリ協定後の気候変動問題はもはや単なる環境問題ではない
。変わる企業の認識
• 企業にとって、金融市場における企業価値、サプライチェーンにおけ
る企業価値を左右する本業の問題であり、取締役会の問題

90
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気候変動問題への視角
• 「変化」を見据えた、意志をもった「変革（transformation）」と「移行（transition）」「システムチェンジ」

– カーボンニュートラルには社会の変革が必要。変化の中の社会変革
• エネルギー、建築物、交通を含むインフラ、産業などにおいて急速で広範囲なかつてない規模の変革・移行が必要。あら
ゆる部門での排出削減、広範な削減策の導入、そのための相当な投資の増大が必要（IPCC, 2018）

– スムーズな移行の重要性
– 「イノベーターのディレンマ」（by Clayton M. Christensen）
– “Climate change is the Tragedy of the Horizon.” (by Mark Carney, September 2015)

• ①ビジネスサイクル、②政策決定のサイクル、③専門家・実務家、の時間的視野の制約

– 気候変動の考慮の統合は、企業の経営・事業、政策決定に中長期の視角をもたらす：「短期主義」の克服

• 今求められる2つの異なる時間軸の具体的な行動
– ①今ある技術を最大限利用した足下からの2030年に向けた最大限の排出削減
– ②2050年カーボンニュートラルと整合的な長期的な移行（トランジション）の戦略と実践。新たな技術の開発も
含む

– 特に、2050年にも残るインフラ・設備（例えば、発電所や住宅・建築物、交通インフラなど）については「今」の
決定が将来を決める。座礁資産（Stranded Assets）のリスク

– 2030年のマイルストーン（中間目標）

• 製品、サービスのライフサイクル全体を通した持続可能性（サステナビリティ）への高まる要請。課題
の相互連関、統合的な把握と取り組み
– 問題の相互連関性。包括的、統合的な問題の把握の必要性、重要性。トレードオフをなくし、相乗効果を高め
る

– サーキュラーエコノミーへの移行はカーボンニュートラルを効果的、効率的に実現する
• 産業由来の排出量の削減には、削減技術や生産プロセスの革新的変化とともに、需要管理、エネルギーと材料の効率化
、循環型の物質フローを含む全ての緩和対策を促進するためのバリューチェーン全体での協調行動を伴う（IPCC, AR6 
WG3, 2022）
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キヤノン vs コダック

92

「イノベーターのディレンマ（The Innovator's Dilemma）」（by Clayton M. Christensen）
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日本の課題（1）
• エネルギー効率改善、再エネ最大限導入をはじめエネルギーの脱炭素化を加速

– 日本の温室効果ガス排出量の約85％がエネルギー起源のCO2
– 日本企業の産業競争力を支える。特に中小企業
– 特に電力の脱炭素化の加速が必要・重要

• 2022G7エルマウサミット合意：「2035年電力システムはほぼ脱炭素化」

• 需要側の対策の必要性、重要性：住宅・建築物とモビリティの脱炭素化

• 再生可能エネルギーの最大限導入：2030年電源構成の36-38％
– 新たなクリーンエネルギー源、例えば国産のグリーン水素の普及・拡大にとっても重要
– Feed-in Premium（FIP）など買取制度の適切な運用はもちろんだが
– コスト低減

• グリーン水素などのコスト低減にも資する
– 再エネ最大限導入を可能にする電力システム

– 土地利用、社会的受容性

• 排出対策がとられていない石炭火力をはじめとする火力の段階的削減・廃止の道
筋
– 2030年の電源構成の19％実現の方策と2030年その後

• 非電力分野の対策

• 電力・非電力の区分をこえた、エネルギーシステム全体を見通した2050年CNに向
かう時間軸と規模感をもった道筋と移行の戦略が必要 93

ZEH（ネットゼロエネルギーハウス）と健康

94
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日本の課題（2）
• 日本の技術力を活かし、技術の市場化、普及をいかに促
進するか
– 日本の技術力は強み。その市場化に課題。実証、実装を支え
る政策

– 現行の制度・ルールの見直し、新たなインフラの転換・整備な
ど。再エネ導入の課題でもある

• トランジションをいかに実現し、支援するか
– インフラの「差し替え」をいかに加速できるか
– 新技術の開発・展開をいかに加速できるか

• 新技術に伴うリスクを適切に配分するしくみ
• First Movers Coalition

– 公正な移行のための施策：社会政策、雇用政策を含め

• エネルギーシステム転換の意味
– 輸入資源への依存を低減。（エネルギー）安全保障の強化
– 「資源」から「技術」を軸とする地政学的変化の可能性 95

持続可能な地域をつくる（1）
• 持続可能な社会に向けてかつてない規模の社会経済の変革と移行が必要

– “現在の社会の延長線上に私たちがめざす未来はない”
– 「エネルギー、建築物、交通を含むインフラ、産業などにおいて急速で広範囲なかつてない規
模の変革・移行が必要。あらゆる部門での排出削減、広範な削減策の導入、そのための相当
な投資の増大が必要」（IPCC, 2018）

– 気候変動の影響に対する適応、レジリエンス強化の観点からも

• 気候変動問題はもはや単なる環境問題ではない
– 気候変動対策は気候変動リスクから住民、企業と地域をまもる
– 気候変動対策は企業価値を高める。地域の価値を高める

– サプライチェーン・バリューチェーンの脱炭素化や気候変動リスクをふまえた強靱化・多様化な
ど、お客様のビジネスを支え、企業価値向上に貢献できる機会

• ウクライナ情勢と気候変動対策
– 短期的なエネルギー供給確保・供給多様化とともに、中長期的な視点で、レジリエントなエネル
ギーシステムをいかに構築するか

– エネルギー効率の向上とエネルギー自給の向上が不可欠＝エネルギーコストを抑え、エネル
ギー供給確保を進める。災害時などのレジリエンスの強化も

96
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レジリエンス強化：むつざわスマートウェルネスタウン

出典：資源エネルギー庁、2020年

匝瑳市・ソーラーシェアリング

98

＊市民エネルギーちばによるソーラーシェアリング
＊環境調和型メガソーラーによる農地創出・地域活性化
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岡山県西粟倉村：百年の森林構想
• 森の学校
– h]ps://mori

nogakko.jp

• TEAM西粟倉

99
いよぎん地域経済研究センターのHPでも紹介
https://www.iyoirc.jp/post_industrial/20140801/

持続可能な地域をつくる（2）
• 地域の社会課題を同時解決するポテンシャル：地域主導の豊かな資源と
ポテンシャルをいかす地域づくり
– 地域主導（主体）の分散型エネルギーシステムの可能性

• エネルギーコスト低減、エネルギー自給、地域のレジリエンスなど
• 千葉県睦沢町：むつざわスマートウェルネスタウン

– 排出しないことに産業立地としての価値＝他地域、事業者との新たな協力・
連携の可能性
• 京セラ再エネ100％のゼロ・エミッションデータセンター × 北海道、石狩市
• 横浜市：再エネ連携協定

– 地域との共生、地域の主体性、地域課題の解決の機会
• 千葉県匝瑳市：ソーラーシェアリング
• 岡山県西粟倉村：百年の森林事業

• 持続可能な地域づくりの鍵
– 環境がもたらす多元的なサービスと便益の評価と認識

• 土地利用、生物多様性、気候変動と密接に関連。問題の相互連関性。包括的、統合的
な問題の把握の必要性、重要性

– トレードオフをなくし、相乗効果を高める政策形成
– 中長期的なビジョンと計画、そして、科学に基づく社会的合意の形成が鍵

• 環境アセスメント、戦略アセスメントの重要性
100
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Thank you for your a]en_on!

Yukari TAKAMURA
E-mail: yukari.takamura@ifi.u-tokyo.ac.jp
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はじめに 

参議院選挙後、改憲の動きからすれば「黄金

の 3年間」となるはずでしたが、参議院選挙後

に予期せぬ展開、統一教会と政治の癒着問題、

国葬反対の噴出の中で岸田政権の支持率が急降

下しています。その影響は、改憲の日程ばかり

でなく、岸田首相が進める地方自治や地域社会

にかかわるさまざまな政策に影響を与えざるを

えません。 

静岡県の地方自治体や地域社会を対象として

きた静岡地方自治研究集会は、地球環境問題の

中で地方にどのような課題があるのか、政府・

財界が地方をどう変えようとしているのか、そ

の中でとのような住民の運動が起こっているの

か、それを参加者で討論していく集会にしてい

きたいとおもいます。 

 

1.  自治体を取り巻く情勢 

⑴ ウクライナ侵攻と日本国憲法をめぐる状況 

2022 年 2月、ロシア軍は国境を侵犯しウクラ

イナ領内に侵攻しました。ロシアのプーチン大

統領は、「ウクライナをネオナチから解放する」

という侵攻理由を述べ、核兵器の使用も辞さな

いという威嚇発言を行いました。それに対して

世界から国連憲章違反であるとの批判の声が起

こり、国連でも 141 ヵ国の圧倒的多数で非難決

議が採択されました。 

一方、世界で軍拡の動きが加速し、日本にお

いても岸田首相は遠い欧州のことにもかかわら

ず、軍事費 2倍化や敵基地攻撃能力の保持を検

討するという軍備増強の発言を行いました。ま

た安倍元首相や維新の会は、NATO が行っている

核共有を検討するなどと発言し、被爆者と核兵

器禁止を望む国民に敵対しました。 

 

⑵ 参議院選挙の状況、安倍元首相銃撃に端を発

する統一教会と政治の癒着 

参議院選挙は、物価高、軍拡を争点に行われ

ましたが、結果として与党横ばい立憲、共産の

後退、維新の前進という結果で、自民、公明、

維新、国民の改憲勢力が 3分の 2を確保しまし

た。これから国政選挙のない、改憲勢力にとっ

て「黄金の三年間」に入りました。 

参議院選挙投票日の直前、安倍元首相が旧統

一教会に恨みを抱く 2世に殺害されるという事

件が起こりました。容疑者の家庭の状況が明ら

かになるにつれ、旧統一教会の反社会性、政治

との癒着が次々と明るみに出ました。岸田内閣

の閣僚の中にも旧統一教会と深く癒着している

人も問題となり、岸田首相は内閣改造を行わざ

るを得ませんでしたが、新閣僚からも続々と旧

統一教会と関係が明らかになり国民からの批判

が強まっています。 

また法の規定のない安倍元首相の国葬を「国

葬儀」と言い換えて、脱法行為を行って強行し

ています。これらの結果、9 月 17日、18 日に実

施された世論調査(毎日)では、内閣支持 

率は 29%に下落、岸田政権の旧統一教会への対

応「評価しない」72%、国葬反対が 62%になりま

した。 

 

また勝共連合の改憲案と、自民党の改憲草案

が、「緊急事態条項」や「家族条項」などで一致

していることが、注目を集めています。岸田首

第 26 回地方自治研究集会 

基 調 報 告 
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相は 2020 年 5月、改憲派の集会に寄せたビデオ

メッセージで、改めて緊急事態条項の必要性を

訴えました。新型コロナウイルスへの対応やロ

シアによるウクライナ侵略を挙げて「有事にお

ける迅速な対応を確保するため、こうしたこと

を憲法にどのように位置づけるかは極めて重要

な課題」と強調。大規模災害以外の有事にも対

象を拡大する印象を与えました。 

旧統一教会の与党の政策への浸透は、ジェン

ダー問題、改憲など、まだ全てが明らかになっ

ていませんが、かなりの影響が考えられます。 

 

⑶ 物価高と県民のくらし 

アベノミクスが一貫して追求してきた大企

業、富裕層のための株高、円安政策が物価高の

背景になっています。ウクライナ問題によるエ

ネルギーの高騰、アメリカの利上げによるいっ

そうの円安の進行で、賃金は上がらず「悪い物

価高騰」の局面に日本経済は入りました。 

 静岡県の「令和 4年度県政世論調査」によれ

ば。「生活についての意識」の設問において、

「苦しくなっている」が 45.1％と昨年と比較し

て 9.2 ポイントの増、苦しくなっている理由と

して「毎日の生活費が増えた」が 29.5％から

57.2％へ倍増しました。 

物価高が県民の生活を直撃していることがわ

りますが、日銀黒田総裁はなおも金融緩和にこ

だわってアベノミクスを続ける姿勢を示しまし

た。 

 

⑷ 地球温暖化防止と政府の施策、原発重視へ舵

を切る 

先進国首脳会議 G7においての国際公約、

「2030 年温室効果ガス削減目標を 46％（2013 年

比）とし、50％の高みへのチャレンジを追求す

る」を実現する電源構成を、第六次エネルギー

基本計画で示しました。再エネ 36〜38％(2019

年現在 18％)、原子力 20〜22％（同 6％）、

LNG20％（同 37％）、石炭 19％（同 32％）という

もの。 

しかしこのとき、現状 6%程度の原発をどうす

るかの方針は示されませんでした。しかし参議

院選挙が終わった 8月に突如、①原発新増設の

検討、②原発の運転延長、③審査の通った原発

再稼働という新方針が打ち出されました。 

世界的には、すでにコストで再エネに大きく

水をあけられた原発新増設には投資はされず、

採算を度外視した国策として進めない限り無理

な状況です。世界の流れは、省エネ・再エネで

脱炭素をめざそうというものです。IPCC(国連政

府間パネル)も 2050 年の時

点で再エネ 100％は可能とす

るモデルを認めており、そ

の達成が求められていま

す。 

政府は電力不足の状況を

創り出し脱原発に対する世

論を弱めようとしました

が、電力の最大需要時に需

給の過不足が起きるのは、

年間のたった 0.5％、約 50

時間だけです。この電力需

要のピークを下げるかシフ

トが問われています(飯田哲

也氏「環境エネルギー政策

研究所」)。 
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またウクライナのチェルノービリ原発やザ

ポリージャ原発での事態が、戦争になれば原

発は軍事のターゲットとなり人類の生死を左

右するほどの危険な存在であることが、白日

の下にさらされました。 

 「原子力産業新聞」より 

 

⑸ デジタル改革の現状 デジタル田園都市国家

構想にかかわって 

岸田首相は就任早々、新しい資本主義を打ち

出し、経済再生の要としました。その第一の柱

にデジタルを活用した地方の活性化、「デジタル

田園都市国家構想」をあげ進めています。本来

の「田園都市」の理念からして地方重視の感が

ありますが、実際の構想はデジタルの活用に重

点があり、「地方重視」の実感が乏しいもので

す。 

菅内閣のもとで設置されたデジタル庁は、ト

ップダウン的なデジタル集権化を行い、行政の

中に民間社員を取り込み「行政の私物化」が危

惧されています。自治体の個人情報保護が骨抜

きにされ、マイナンバーの普及によって個

人情報保護より市場創出が優先されていま

す。 

骨太方針 2022 においてもデジタル田園

都市国家構想がうたわれ、スマートシティ

の全国化、分散型国づくり・地域公共交通

ネットワークの再構築などがめざされてい

ます。分散型国土づくり目指す構想と、国

土形成計画「国土のグランドデザイン 2050」の

スーパー・メガリージョン構想と大都市中心の

集約型国土再編と齟齬があるように思われます

が、現在平行して進められている状況です。 

一方、総務省の自治体戦略 2040 構想は人口減

少を見据え、AI 等の活用で職員半分のスマート

自治体の構築などを掲げましたが、それは 2022

年 1 月発足の第 33次地制調に引き継がれていま

す。社会全体のデジタル・トランスフォーメー

ションの進展が地域社会や地方行政に与える影

響と課題、新型コロナウイルス感染症対応で直

面した課題とその要因などにかかわって議論が

進んでいます。 

静岡県はじめ県内自治体も、スマートシティ

の推進をめざしています。また民間レベルで

は、トヨタによる裾野市のウーブンシティの

2025 年をめざして工事が進んでいます。 
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⑹ 世界一の感染者数を記録したコロナと政府の

施策 

今年に入っての新型コロナウイルス、オミク

ロン株の流行は、8月をピークに第 7波の大波に

見舞われ、一時は世界で最も感染者数、死亡者

数の多い国となりました。最も多い感染者数を

更新する中、行動制限のないお盆休みに突入

し、さらに感染者を更新しました。 

救急搬送先がすぐに見つからない「救急搬送

困難事案」は全国で急増し、救えるいのちも救

えない事態になりました。 

新型コロナウイルス拡大で、保健所を減らし

て公衆衛生行政を縮小した誤りが明らかになり

ました。1994 年には全国に 852 カ所あった保健

所は、2020 年には 469 カ所にまで減らされ、職

員総数は約 3 万 4,000 人から約 2 万 8,000 

人に減り、なかでも医師数は 4 割以上減ってい

ます。また、国の感染症対策の中核を担う国立

感染症研究所は、研究の継続性や感染症対策が

弱体化し、研究者の定員が長期にわたって減ら

されています。予算も 10 年前と比べて大幅に削

減されています。 

新型コロナに対応できる第 2 種指定医療機関

は、全国で 351 カ所(1,871 床)で、1996 年の

旧伝染病床 9,761 床から激減しています。指定

医療機関の 8 割は、自治体が運営する公立病院

や日本赤十字社が運営する公的病院が担ってい

ます。 

 

2.  県内の地域社会と自治体の状況 

⑴ 静岡県知事選後のリニア問題の展開 

2021 年 6月の県知事選挙で大勝した川勝氏

は、当選後の記者会見で手続きを経た上で「ル

ート変更・工事中止」を JR に申し入れる旨を明

言しました。必要な手続きとは、南アルプスの

水と環境が守られるかどうかを最終的に県専門

部会が判断する事と考えられ、国の有識者会議

含め、対話が行われています。現職の川勝知事

の当選は、「水・環境を守れ」の静岡県民の意思

が示されたものとして大きな影響を及ぼしまし

た。 

2021 年末の国の有識者会議の水問題に関する

最終報告である「中間報告」は大井川の水量に

関わって、①トンネル湧水を全量戻せば、中下

流域の河川流量は維持される、②トンネル湧水

を全量戻せば、中下流域の河川流量は維持され

る渡洋訳されますが、有識者会議では全量戻し

の方法は確定されず、JR東海モデルや静岡市モ

デルのトンネル湧水量を適当と確定したわけで

はありません。 

今後、①トンネル湧水の全量戻しの方法、②

生物多様性の確保など残った課題を県の専門部

会や国の有識者会議などのいくつかのレベルで

議論されていくことになります。また川勝知事

は部分開業の提唱や、車両基地の工事の遅れ問

題にについて問題提起しています。 

 

⑵ 原発重視策と浜岡原発 

岸田首相の新増設はじめとした原発推進の背

景に、ウクライナ問題によるエネルギーの不安

定化、国による電力不足の宣伝があります。 

浜岡近隣の牧之原市、菊川市、掛川市の 3 市

の市民意識調査で、いずれも「安全が確認でき

れば稼働した方がよい」が急な伸びを示し、牧

之原市の調査は初めて「稼働」が「停止」を上

回りました。 

しかし全国の原発の中でもっとも過酷な環境

にあると規制委員会も認識する浜岡原発におい

て、敷地内断層について、中電は規定より古い

もので活断層ではないと主張したのに対して、

規制委員会の審査において了承されず、さらに

調査・検討を続けていくことになりました。ま

た基準津波高を算出するための試算で 22.7 メー

トルという、現在の防波壁を上回る高さとなり

ました。この二つの課題は今後まだ紆余曲折が

予想されます。 

2022 年 3月、水戸地裁は東海第二原発の安全

性が確保されていないとして、「実現可能な避難

計画や防災体制が整えられているというにはほ

ど遠い」として運転を認めない判決を言い渡し
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ました。全国でもっとも避難計画が難しいとさ

れる浜岡原発周辺でも、避難計画が出ていたと

しても検討課題があり、安全性に欠けるもの

で、実際静岡県当局は「避難計画は道なかば」

と答弁しています。 

 

⑶ コロナ感染の県下の状況と医療のひっ迫 

県内は 2022 年の年明け直後から第６波に見舞

われました。感染力の強いオミクロン株「Ｂ

Ａ・１」の影響で１日当たりの最多感染者は

2000 人を超え、1月 27日から 54 日間にわたり

まん延防止等重点措置が適用されました。 感染

爆発の一因となったのは学校・保育施設と高齢

者施設。マスクの着用が困難な乳幼児や認知症

患者を預かる点で共通し、対応の難しさが浮き

彫りになりました。 

第６波が収束しないまま第７波(全国的には 6

波のまま)に入りました。第６波以降、県内での

中等症以上の発生率は約１・６％で、無症状者

や軽症者の自宅での待機・療養が急増しまし

た。 第７波が、第６波までと異なるのは、政府

が社会経済活動の正常化にかじを切った中で迎

えたこと。プロ野球やサッカーの競技場を観客

が埋め、音楽イベントも再開しました。 

第８波はオミクロン株「ＢＡ・５」による感

染が爆発

的に広が

り、8月

24 日、過

去最多の

7971 人の

感染が明

らかにな

りまし

た。重症

者は数人

程度で推

移してい

る一方

で、８月

上旬には病床使用率が 80％を超え、特に知友部

で深刻な事態となりました。感染症法に基づく

事務作業が膨大に生じ、地域医療、行政サービ

スの機能は危険水域に達しています。 

 

⑷ 集約型国土再編とコンパクトシティ 

「国土のグランドデザイン 2050」とそれに続

く「新たな国土形成計画」により、リニア新幹

線で首都圏、中京圏、関西圏を繋ぐことで「ヒ

ト・モノ・カネ・情報」を 3大都市圏に集めま

す。その反面、日本型コンパクトシィ形成のた

めに各自治体に｢立地適正化計画｣の策定、その

事業化に補助金や交付税を動員して進められて

います。集約型国土再編ともいえる展開が、県

内でも進められています。 

例えば、こうした財政制度を活用して静岡市

は清水駅東口に都市機能を集中すべく、JCHO の

桜ヶ丘病院を移転する計画を、二転三転しなが

らも進めてきました。ここは津波浸水想定区域

内（2.2 メートル）であり、市民の安全安心を預

かる施設の移転に対して市民から多くの反対の

声があがったところです。 

立地適正化計画では財政誘導によって都市機

能誘導区域の中に、医療、福祉、子育て、商業

等が立地を促され、不採算な郊外切り捨ててい

く考え方が示されています。 

 

国土交通省「コンパクトシティ形成支援事業」より 
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⑸ 熱海盛り土問題から条例施行へ 

2021 年 7月、熱海市伊豆山地区は大規模土石

流によって盛り土が崩落し、大量の土砂が家屋

を押し流しました。27人が亡くなり、1人が行

方不明のままです。現在、警察が業務上過失致

死などの容疑で捜査しています。遺族らは土地

の現旧所有者らを相手取って損害賠償を求める

訴訟を起こしたほか、行政の責任を問う裁判を

おこしました。 

新条例案で、許可が必要になる盛り土の規模

について、現行の条例と同じ「面積千平方メー

トル以上または土量２千立方メートル以上」を

対象にして県が行政手続きを行います。また土

地所有者に業者に対する監視の役割の義務を課

されます。業者が不適切な工法で盛り土を造成

し、県による工事中止や撤去の命令に従わない

場合、土地所有者に命令を出して是正させるこ

と、土地所有者も命令に従わない場合は土地所

有者を含めて罰則を科されることになりまし

た。 

この条例により、リニア新幹線トンネル工事

における｢要対策土｣(一定以上の有害物質を含む

土)の盛り土は工事区域内にできない旨、難波理

事は明言しました。 

 

⑹ 牧之原市の認定こども園問題の背景 

牧之原市の認定こども園で、猛暑の中、送迎

バスに長時間置き去りにされた３歳児が命を失

うという、あってはならない事件が起きまし

た。昨年７月、福岡県中間市の保育園で同様の

事件が起きましたが、教訓が生かされなかった

ことに、大きな怒りが沸き起こりました。 

もちろん現場の状況を厳しく点検して二度と

こうした事態をつくらない取り組みをする必要

がありますが、背景には新自由主義のもと、国

が公的保育制度を大きく後退させ、様々な規制

緩和を行ってきたことにあります。加えて、公

立保育所を民営化・民間委託へと政策誘導し、

保育の実施主体である自治体の保育責任を後退

させてきたことも大きく影響しています。保育

士配置基準の抜本的改善、人材の確保、予算の

充実が求められています。 

 

⑺   県下の社会保障を取り巻く情勢 

浜松の国民健康保険をよくする会は地道に国

保料引き下げの署名を積み上げ、２月議会で

2022 年度から国保料の引き下げを世帯当たり５

千円、総額５億円の引き下げ市を実現しまし

た。今回の国保料の引き下げは浜松が 2005 年に

合併して初めてです。 

国保料の引き下げ案は所得割の医療分 0,14％

の引き下げと応益割の医療支援分で 100 円から

2,000 円の引き下げ、応益割の介護納付金は均等

割 4,700 円をプラスする代わりに平等割 7,000

円を廃止するという内容でした。 

第 2次安倍政権ト・菅・岸田政権の 10年間

で、実質 6.7％もの年金額の引き下げが連続して

行われてきた為、月額 10万円に満たない低年金

受給者は、2,000 万人超に及んでいます。特に女

性の低年金者は、度重なる年金削減のために一

層厳しい実態です。低年金、無年金の高齢者

は、就労せざるを得ず、2020 年は、906 万人

（就業率は 25.1%）に及んでいます。 

全日本年金者組合は、憲法２５条に基づき、

年金受給者、高齢者の誰もが人間としての尊厳

が尊重され、健康で文化的な生活を送れるよ
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う、厚生労働省の２０２３年度予算編成にあた

って、「物価高騰に見合う年金額引き上げ」等の

要請をしました。 

又、全日本年金者組合静岡県本部は、『年金削

減は憲法違反』として静岡地方裁判所に提訴

し、６年間「静岡年金裁判」を闘って来まし

た。昨年 7月 2日に「不当判決」が下され、7月

16 日に東京高等裁判所に控訴し、サル、2022 年

5 月 19 日に，大１回口頭、９月１５日に第２回

口頭が開かれ、東京高等裁判所に、30名を超え

る原告と傍聴者が参加しました。第 3回口頭

は、12 月 8 日に開廷されます。 

 

3 静岡県の地方自治の展望 

今、日本を見渡したときに、その国の政策の

転換を視野に入れて市民の動きが起こっている

ところは、沖縄と静岡、｢オール沖縄｣と｢オール

静岡｣と、リニア問題を追求してきたジャーナリ

ストが言います。歴史も伝統もある沖縄とかた

をならべるのはあまりに僭越ですが、国が進め

ている基本政策に挑む、ある程度の県民共通項

の運動があるところと指摘されます。 

国の集約的国土再編の矛盾、「生活に欠かせな

い施設」や人々そのものの「強制的な」移動

は、県内に様々な運動を引き起とこしていま

す。一方、国はデジタルを活用した分散型ネッ

トワークの方向性を示していますが、それはそ

れで画一的な地方制度、プライバシー問題な

ど、多くの問題点を抱えています。 

今、個々の住民運動が広く連携し、現状の転

換を図ることが求められており、静岡県地方自

治研究所の課された役割は大きいと言えます。 

地方の問題は、多くの国の施策と絡むゆえ、

長期ビジョンを持った国政の転換が求められて

います。その意味で野党共闘による一定の政権

構想による国政の転換は必要です。 

参院選後、民意のチェックを受けないという

意味で、改憲勢力にとっての「黄金の 3年間」

となりますが、その前に旧統一教会問題が立ち

はだかりました。自民党改憲案を構想、推進し

た旧統一教会と政治との癒着に批判が集中して

いることは重要なことです。民意ではなく、外

国に本部を置く団体の意向で国の最高法規の改

定が図られることはあってはなりません。日本

国憲法を地方自治に生かす取り組みを進めてい

く必要があります。 

その中でも来年 4月の統一地方選は、静岡市

長選、浜松市長選はじめ民意が反映される数少

ないチャンスであり重要です。静岡県は国の政

策のパイロット的役割を果たしており、その転

換を住民運動が連携した力で進めていきましょ

う。 
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163,805 159,471 162,589 163,216 173,997 166,317 167,016 167,952 179,910 178,147 173,524 179,804 176,824 177,018 

39,991 32,310 39,977 40,133 40,083 40,032 40,017 40,703 41,967 32,985 38,610 44,361 35,858 39,597 

32,000 32,000 26,000 29,000 35,000 30,000 30,000 32,000 36,458 36,458 52,500 57,292 57,292 38,000 

10,206 9,933 8,076 8,260 9,024 8,695 8,686 8,715 7,546 7,356 6,867 6,955 6,780 11,064 

4,071 4,398 3,664 3,479 4,216 3,905 3,821 3,509 3,265 3,222 4,781 2,540 2,703 3,765 

5,828 4,431 6,514 6,626 6,501 5,628 7,095 6,225 8,440 6,719 6,906 6,806 5,302 6,951 

4,558 3,274 2,596 2,596 2,596 2,596 2,596 2,596 1,002 2,866 3,366 1,009 2,885 4,188 

16,660 17,438 38,342 35,710 39,697 37,634 38,342 37,028 29,990 32,481 19,635 12,075 12,075 40,335 

30,068 30,068 17,950 18,093 17,533 17,057 17,126 17,726 28,534 28,630 20,225 25,577 25,613 14,970 

20,423 25,619 19,470 19,319 19,347 20,770 19,333 19,450 22,708 27,430 20,634 23,189 28,316 18,148 

44,878 44,878 37,294 37,428 37,367 37,367 37,375 37,320 55,177 55,177 51,055 51,938 51,938 47,287 

16,300 15,900 16,200 16,300 17,300 16,600 16,700 16,700 17,900 17,800 17,300 17,900 17,600 17,700 

180,105 175,371 178,789 179,516 191,297 182,917 183,716 184,652 197,810 195,947 190,824 197,704 194,424 194,718 
224,983 220,249 216,083 216,944 228,664 220,284 221,091 221,972 252,987 251,124 241,879 249,642 246,362 242,005 

2,699,796 2,642,988 2,592,996 2,603,328 2,743,968 2,643,408 2,653,092 2,663,664 3,035,844 3,013,488 2,902,548 2,995,704 2,956,344 2,904,060 

1,500 1,468 1,441 1,446 1,524 1,469 1,474 1,480 1,687 1,674 1,613 1,664 1,642 1,613 

889 822 822 821 822 853 828 879 956 1,041 859 

183,113 184,772 181,897 180,960 163,083 163,213 178,390 175,640 173,494 170,953 175,940 169,919 180,404 186,105 

41,323 32,926 40,253 34,240 38,457 31,711 44,441 35,347 43,727 35,097 44,206 35,866 40,333 33,993

40,625 40,625 38,000 38,000 45,000 45,000 41,667 41,667 48,000 48,000 46,000 46,000 35,417 35,417

7,298 7,114 7,559 6,594 7,510 6,551 7,419 8,434 5,091 6,609 7,301 6,841 7,273 11,491

4,342 4,937 3,883 4,124 3,480 3,600 3,836 3,922 3,780 3,693 3,972 4,477 4,032 4,297

7,522 7,406 7,521 4,296 8,426 8,406 5,921 4,247 8,756 8,249 5,594 4,308 6,575 7,701

1,026 2,934 3,255 4,516 2,186 5,016 1,137 2,733 4,107 6,513 2,106 2,163 1,094 2,352

29,359 31,799 43,356 43,167 19,062 18,872 18,612 18,612 13,469 12,567 17,702 16,431 33,384 33,384

26,393 26,393 18,408 22,034 17,745 17,764 27,510 27,531 25,553 25,604 29,512 29,558 25,454 25,547

25,225 30,638 19,662 23,989 21,217 26,293 27,847 33,147 21,011 24,621 19,547 24,275 26,842 31,923

53,399 53,399 46,662 46,662 47,562 47,562 49,595 49,595 54,157 54,157 50,492 50,492 50,107 50,107

18,300 18,400 18,100 18,000 16,300 16,300 17,800 17,500 17,300 17,000 17,500 16,900 18,000 18,600

201,413 203,172 199,997 198,960 179,383 179,513 196,190 193,140 190,794 187,953 193,440 186,819 198,404 204,705 
254,812 256,571 246,659 245,622 226,945 227,075 245,785 242,735 244,951 242,110 243,932 237,311 248,511 254,812 

3,057,744 3,078,852 2,959,908 2,947,464 2,723,340 2,724,900 2,949,420 2,912,820 2,939,412 2,905,320 2,927,184 2,847,732 2,982,132 3,057,744 

1,699 1,710 1,644 1,637 1,513 1,514 1,639 1,618 1,633 1,614 1,626 1,582 1,657 1,699 

877 913 955 937 992 928 862 
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183,688 184,283 174,873 175,795 161,660 169,945 164,737 168,907 178,127 178,887 187,077 191,848 176,843 178,056 

45,423 37,054 36,886 29,181 43,686 32,657 39,434 32,120 39,025 30,274 42,755 35,785 39,941 31,445

33,000 33,000 30,000 30,000 32,000 32,000 39,000 39,000 34,500 34,500 39,000 39,000 34,000 34,000

8,710 10,360 7,245 11,446 7,722 9,184 8,109 9,645 8,150 9,694 7,560 7,877 8,101 9,636
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当院は 2020 年 2 月に初めてダイヤモン

ドプリンセス号COVID-19の患者を受け入

れ、３年以上が経過し、現在は重点医療機

関としてコロナの軽症～重症者まで受入を

行っています。 
私はコロナ軽症・中等症病棟に2021年5

月～10月の第４～５波、2022年4月～9月

の第７波の期間に勤務していました。 
当院の受入が開始した当初に勤務してい

たスタッフの話によると、結核や水痘患者

を受け入れている陰圧個室のある病棟は、

「今夜ダイヤモンドプリンセス号の患者を

受け入れるかも知れない」と聞かされまし

た。実際は数日後でありましたが、本当に

急な話でした。そこから患者の受け入れが

開始され未知のウイルスであり、ワクチン

も実施していない事で、いつ自分が感染す

るか分からない恐怖、家族にもコロナ患者

を受け入れている病院である事、自分が看

ている事も非公表であるだけでなく、同業

者の院内スタッフからの誹謗中傷を受け、

相談する相手が居ない孤独感。ニュースで

〇〇病院何歳の看護師が感染と犯罪者のよ

うに取り上げられ、いつか自分もニュース

で言われるのではないかと精神的な負担は

大きかったと聞きました。また、初めて尽

くしであり自分たちでマニュアルを作成す

るなど心身共に大変な思いをしてきました。 

徐々に医療従事者へ感謝や応援メッセージ

を下さり視線は温かくなりました。 
2021 年にはワクチン接種が開始されま

した。全国的に緊急事態宣言がされ、県を

またいでの行動は自粛要請がありました。 
2022 年になると、３年ぶりの行動制限

のないお盆休みとなりました。「掛かって

も症状は軽いし良くない？経済回さなくて

自殺する人は増えているし経済を廻す」と

ＳＮＳには沢山の書き込みがありました。

2021 年の自殺者数は 2020 年より 251 人減、

コロナ禍前より 661 人増、死因原因の第１

位の健康問題前年比 3.3％減少し、第２位

の経済・生活問題は 5.0％増となっていま

した。 
第７波は高波でした。静岡県最多は 8/24 

7969人。コロナ確保病床数は7/21、630床
が 8/25 には 824 床になっているものの、

感染者数が多く病床使用率は 8/18 には

110％を超える事もあったようですね。静

岡県の 8/7 発表によると、県のコロナ患者

受け入れ病院の職員が濃厚接触や陽性者と

なり、医師 116 人、看護師 514 人が休職と

なっていました。その間の増床は大変だっ

たと思います。 
当院のコロナ病棟は全病棟より３～６か

月任期でスタッフの交代制を行っています。

一般病棟のスタッフが少なくなるため、コ

ロナ病棟はスタッフ 20 人が 8：15～20：

第 2 分科会「医療従事者のコロナ 3 年目の現状」 

新型コロナウイルス感染症受け入れ病棟の現状 

中東遠総合医療センター  波多野恵 
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30の 11時間 45分の長日勤と 20：00～9：
00の１２時間夜勤の２交代体制で行ってい

ます。 
感染者数は予想を大幅に上回っていました

が、コロナ病棟への入院者数も日を追うご

とに増え当初、看護師 20 人で１７床受入

が、午前中に隔離解除で退院もしくは転棟

しても夕方までには出した人数以上が入院

するの繰り返しの日々でした。 
夕方には 25 床、翌日には 30 床と急激な受

け入れ者数の増加で、最高 40 床まで受入

するように指示がありました。１病棟閉鎖

してスタッフの異動をし、体制を強化しま

したが、そこに至るまでの間は、1 時間の

休憩さえ取れない状況にありました。 
昨年の夏と比較をしてみました。第５波

の入院は中高年の ADL 自立している患者

が多かったのが、第７波では入院してくる

患者の大半は高齢者や、他の症状で受診す

るが、入院前検査でコロナ感染が見つかり

コロナ病棟で受け入れる等、治療が多様で

した。 
複数の病棟でクラスターとなり、１日最多

100 人以上ものスタッフが休み、手術や入

院制限がかかりました。休日・夜間の熱発

の救急外来受診問い合わせが多く大変な状

況でした。デイサービス・ショートステイ

での感染により自宅療養を余儀なくされ、

老々介護をしている介護者への感染により

夫婦で入院する事もありました。入院して

くる患者はコロナ肺炎ではなく、誤嚥性肺

炎・食欲不振、脱水による入院で３０分～

１時間おきの吸痰、点滴を実施し、食事介

助・体位変換、トイレ誘導、認知症の患者

も多く、自分で酸素を外してしまったり、

自己抜針など介護度はとても高かったです。 

感染後の ADL 低下、食事形態の変更やと

ろみ剤の使用となり在宅での受け入れ困難

であり転院する患者も居ました。 
 私は、第７波中にガンの患者を看取りま

した。同居家族は自宅療養中であり、最期

は看取ることはできませんでした。亡くな

った後は透明な納体袋に入りそのまま火葬

場に行くため、別居の家族が病棟から霊安

室に行くまでの間しか顔を見る事ができま

せんでした。 
病院によって面会制限の内容は違うかも知

れませんが当院の一般病棟は手術前にロー

カで一瞬会うだけ、手術後は会うことはで

きません。亡くなる時も人数制限をさせて

いただいています。経済との兼ね合いで医

療従事者は言える事はできませんが、コロ

ナが重症化するわけではくても、このよう

に、コロナが無ければ体力消耗する事もな

く経過できたり、コロナによる基礎疾患の

悪化を防ぐだけでなく、感染者数が減れば

面会制限も解消されると思います。最愛の

方が病気の時、最期の瞬間に立ち会えない

事を想像して欲しいと思います。引き続き

最低限の感染対策をしていただきたいと思

います。 
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  WIKI より 

お名前  

 

メールアドレス等 

（Zoom を招待するアドレス） 

 

お電話（    －   －      ） 

分科会（数字で   ）・全体会のみ 会員・非会員 

9月 24日(土) zoom でも視聴できます。、 

グランシップ 10階 1001-2会議室 
分科会はグランシップ 9 階の各会議室で実施されます。 

テーマ: 地域から地球環境危機について考える 
－憲法を活かした自治の力で－ 

 
午前 9:45 記念講演・基調報告（全体会） 
午後 13:10 分科会に分かれます（下記参照、16:00終了） 
 

1. キーワードは三つの「最低」 

賃金・生活費・年金 

助言者: 中澤秀一 静岡県立短大准教授 

今、このキーワードで、「最低賃金

の引上げ」、「最低生活費」、「最低

保障年金制度」、共通点を出し合

い、討論し、内容を深めます。 

2. 医療従事者のコロナ 3 年

目の現状 

第６波位から、インフルエンザ

とコロナは同じ扱い・・」の声

が聞こえていますが、第７波は

とんでもない医療現場の現状

を現場から話し合います。 

3.  地球温暖化と原発ゼロ 

助言者: 産業技術総合研究所 主任研究員 歌川 学 

公害・地球環境問題懇談会 事務局長 長谷川 茂雄 

原発に頼らず地球温暖化問題を解決するには、どうすればいいのか？ 

エネルギーの未来を考える分科会です。 

4.  リニア新幹線トンネル工事問題・現状

と課題を考える 

昨年 12 月、国の有識者会議は水問題の中間

報告とりまとめ、これを受けた県の専門部会

での議論再開、また、６月静岡県のリニア期成

同盟会への加盟など展開するリニア新幹線ト

ンネル工事問題を県民目線で考えます。 

5. まちづくりコンパクトシ

ティ・公共施設統廃合を考

える 

助言者 川瀬憲子 

人口減少社会対策のための

コンパクトシティ。学校な

ど公共施設統廃合計画につ

いて検証し、その対応を議

論します。 

(仮)

地球環境危機が叫ばれ、世界各国が温室効果ガスの削減に向かっています。その中

で再生可能エネルギー、原発、環境問題への地域・自治体の取組を考えます。 

主催 第 26 回静岡地方自治研究集会実行委員会 

事務局 静岡県地方自治研究所 〒422-8062 静岡市駿河区稲川 2-2-1 セキスイハイムビル 7F 

 054-282-4060 Fax282-4057 jichiken@s-jichiroren.com 

お申し込みは上記記入のうえ、FAXまたはメールでお申し込みください。 

参加費無料 

６. 地域で平和を考

える 

助言者 渡辺希一 

平和を考える機会が

増えています。この

分科会では防衛施設

がある街の状況を報

告し、理解と交流を

深めます。 
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